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1. 第 1次石油危機後の北陸地域の工業構造の変化
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(1) 北陸3県別・産業中分類別生産指数（原指数）の変化率の推移でみた工業構造の変化
(2) 北陸3県別事業所数，従業者数および製造品出荷額等の指数の推移でみた工業構造の変化
(3) 北陸3県別・産業中分類別事業所数，従業者数および製造品出荷額等の推移でみた工
業構造の変化
(4) 北陸3県別・産業細分類別製造品出荷額等の推移でみた工業構造の変化
(5) 北陸3県別・産業中分類別付加価値額の推移でみた工業構造の変化
2. 第1次石油危機後の北陸地域の工業生産の回復状況
(1) 北陸3県別製造業生産指数（原指数）でみた工業生産の回復状況
(2) 北陸3県別・産業中分類別工業生産の回復状況
第4節北陸地域の工業構造の現状
1. 北陸地域の工業構造の現状分析を行う視点
2. 北陸地域の工業構造の現状分析
(1）工業の概要
(2) 就業構造の現状
1) 就業構造の特色
2) 事業所数
3) 従業者数
4）事業所数（全事業所）の増減率と従業者数の増減率との相関
(3) 生産構造の現状
1）生産額
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2) 
3) 
4) 
6) 
7) 
8) 
9) 
最終需要
第 1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
製造品出荷額等 （以上，本号）
製造品出荷額等の特化係数でみた工業構造
事業所数，従業者数および製造品出荷額等の特化係数による相関でみた工業構造
生産品目でみた工業構造
付加価値生産性と労働生産性との相関でみた工業構造
付加価値率でみた工業構造
設備投資でみた工業構造
10) 工業集積度でみた工業構造
(4) 工業開発推進のための自然環境に関する要因の現状
1) 工業用水あるいは水
2) 工業用地
3) 工業立地
4) エネルギー
5) 総合交通体系
6）積雪
7) 公害
（以上， 『富大経済論集t 第27巻 2号， 1982年 2月）
(5) 工業開発推進のための経営環境に関する要因の現状
1）物流
2) 最終生産物市場圏
3) 人口の社会移動と就業機会（労働市場）
4) 技術・技能
5) 産業情報機能
6) 都市機能
7) 高等教育機関
(6) 地場産業の開発推進に関する要因の現状
1) 地場産業としての中小企業（中堅・核企業も含める。）の役割とその位置づけ
2) 地場資本
3) 後継者の育成と若年労働力の確保
4) 技術・技能開発と市場開拓（以上， 『富大経済論集j' 第27巻 3号， 1982年 3月）
5) 外部資金調達
6）倒産
7) 制度金融利用
(7) 現状における工業立地因子の評価
第5節 北陸地域の工業開発推進上の問題点
(1) 就業構造の問題点
第 1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
(2) 生産構造の問題点
(3) 工業開発推進のための自然環境に関する要因の問題点
1) 工業用水利用の不合理と不安定
2）安価な工業用地の未確保
3) 工場立地の遅れ
4) エネルギー需給逼迫と省エネルギー化推進難
5) 総合交通体系の未整備
6) 積雪対策の不十分と雪害研究の遅れ
7) 公害対策の不十分
(4) 工業開発推進のための経営環境に関する要因の問題点
1) 物流体系の未整備
2) 最終生産物市場圏の未形成
3) 若年層の流出と就業機会の確保難
4) 技術・技能の未熟と不適合
5) 産業情報機能の未充実と情報活用システムの未整備
6) 都市機能の未整備
7) 高等教育機関の不足とそのニーズに対する不適合
(5) 地場産業の開発推進に関する要因の問題点
1) 地域経済における地場産業の役割と位置づけの不明確
2) 地場資本の未充実
3) 後継者の育成難と若年労働力の確保難
4) 技術・技能開発難と市場開拓難
5) 外部資金調達難
6) 制度金融利用難
(6) 工業開発と地域社会の連携関する問題点
- 3 -
第6節 北陸地域の工業開発推進のための基本的方向一一工業開発と地域開発に関する計画・ビジ
ョン
(1) 第 1次石油危機前の工業開発計画と地域開発計画
(2) 第 1次石油危機後の工業開発計画と地域開発計画
(3) 第 1次石油危機前後の工業再配置構想
1) 国レベルの工業再配置構想
2) 北陸3県レベルの地域工業再配置構想
3) 工業再配置構想、の問題点
第 7節むすび
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第 1節はじめに
第1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
この小論は， 日本経済を激変させた昭和48年秋の第 1次石油危機以後の北陸地域における工業構
造の変化とそれに伴う今後の工業開発推進上の問題点と基本的方向を明らかにすることを目的とし
ている。
日本経済は第 1次石油危機を境に極めて厳しい状況に追いこまれたことは周知のことである。そ
れ以前の経済理念である高度経済成長と生産至上主義の転換を余儀なくされ，安定経済成長策をと
らざるを得なくなった。この経済運営方式の転換は，国，県，民間の各レベルの工業構造政策や工
業開発計画，地域開発政策を変更させ，その問題点の所在を抽出し直しさせ，工業構造の高度化と
多様化のための基本的方向を新ためて考えさせることになった。
小論では，そのことを念頭において，第 1次石油危機が北陸地域における工業構造をいかに変化
させたか，この変化の過程で工業生産はどのような回復状況にあるのか，さらに，その変化を考慮、
して今後の北陸地域における工業開発を国レベル，県レベルおよび民間レベルの産業構造計画や地
域開発計画の政策的枠組みの線に沿って推進していくための問題点は何か，またその推進の基本的
方向はどれか，を明らかにすることを問題意識としている。
小論の構成は，次の通りである。第 1節の問題意識に次いで，第2節では，第1次石油危機が日
本経済に与えた影響を極めて概略的に説明する。第3節では，第 1次石油危機後の北陸3県におけ
る工業構造の変化を把握するとともに，工業生産の回復状況を分析する。第4節では，北陸3県に
おける工業構造の現状を総合的多角的視点から詳細に分析する。第 5節では，北陸3県が抱える工
業開発推進上のさまざまな問題点を抽出し，指摘する。第6節では，北陸3県における工業開発推
進の基本的方向を国レベル，県レベルおよび民間レベルの工業開発計画と地域開発計画の政策的枠
組みのなかで探る。第6節では，小論で得られたことを要約してむすび、とする。
第2節 第 1次石油危機が日本経済に与えた影響
第1次石油危機が日本経済に与えた影響をここでは表2-1にもとづいて簡単に説明する。
この表から第 1次石油危機の特色をみれば，マイナス要因とプラス要因がある。① 原油価格は
高騰後余剰で軟化し，原油の量的不足は一時的で、あったが，原油価格の高騰により原油輸入量が急
＊ 小論は昭和56年度富山大学日本海経済研究所の個人研究事業として作成された研究成果である。
富山大学経済学部庶務係および会計係の文部事務官諸氏特に柴田富美枝氏には，大変な御指導をいただ
きましてありがとうございました。さらに，同学部の諸先生， 日海研の米原俊孝氏，北陸経済連合会の林
一郎氏，島 稔氏，同連合会の研究会の諸先生，日本開発銀行金沢支店，富山県庁の中村 公商工労働部
長，同中小企業課の諸氏特に荒木勝氏，同庁の松本清嗣氏，高田 昇氏，青木治雄氏，笹林一樹氏，上
田正樹氏，加納春美氏，富山市役所の中村茂信氏には，御指導と御助力をいただきましてありがとうござ
いました。大変煩雑な資料の整理と長文原稿の整理には，小生ゼミナール4年生の藤巻一男君，杉本雅一
君，同 3年生の東 武司君，中川 健君に大変な御世話になりました。併せてこの機会を拝借しまして御
礼を申し上げます。（昭和56年11月13日夜ふけ）
第1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
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表 2-1 第1次石油危機（オイル・ショック。 oilprice shock）の影響
石油危機の時期 第 1次石油危機（昭和48年秋） （参考） 第 2次石油危機（昭和54年夏）
基本的性格 一 過 ’性 持 続 ’性
原 t由 ↑面 格 3.9倍に高騰後，余剰で軟化 2.4倍（実質3倍程度）に高騰後，減産で下方
硬直
原 1由 量 量的不足は一時的 量的不安が長期継続
日本の負担 価格上昇による輸入増額分 輸入増額分
昭和48,49年度 195億ドル（対GN P比5.0%) 昭和54,55年度 310億ドル（対GN P比3.3%
影響度大 影響度中程度
OPE C諸際国循の収 0オイルマネー700億ドル（昭和49年末） 0オイルマネー3,300億ドル（昭和55年末予想）
入と国 環 0輸入拡大策によって順調に環流 0オイルマネーのリサイクルに不安
0非産油発展途上国のファイナンス順調 0非産油発展途上国は累積債務増で破産状態
にあり
中東政治情勢 比較的安定 流動化，複雑化
親米サウジ安安泰
イラン王制泰
サウジが米国一辺倒を修正持（政続治）不安）
イラン共和制化（政情混迷
国際政治情勢 緊張緩和，デタント全盛期 国際緊張化
軍事支出削減 軍事支出拡大
石 油 問 題 アラブ（ 0PE C）対ユダヤ奪（メ取ジャー） アラブ対ユダヤ
メジャーから価格決定権を メジャーから流通支配権も奪取
中東問題単純 その他，米対ソ，イスラム対西欧など中東問
題の解決困難に
経済論理〉政治論理 経済論理く政治論理
世 界 経 I斉 アメリカ景気好調 アメリカ景気後退
100億ドル↓上回る黒字 100億ドル上回る赤字
対米輸出で景気回復の第一歩
先進国の経↓常収支給、赤字
各国で輸出ドライブかかり貿易戦争，高金利
競争で不況長期化の様相
財政拡大策で景気浮揚可 財政不健全で積極的役割を果たせず
景 戸メI. 局 面 景気拡大の 2年目 景気回復 4年目（上昇過程）
先進国が同時加速 需給は急迫 昭和54年景気が本格化
製造工業稼働率指数昭和48年 1月～ 3月
95%操業産L超過熱操業状態） 稼動率指数昭和54年 1月～ 3月 85% 
鉱工業生 者製品在庫率指数（昭和50年
=100売） 昭和48年 64.0 在庫率指数昭和54年 77.4
作ればれる時代 慎重に作る時代
ショックへの対応 高度成長→低成長急転換のショック すでに低成長に適応
企業の設備投資，在庫投資が活発で、ストッ 減量経営下で過剰投資が見られず，ストッ
ク調整に手間どる益。（需給ギャップ大） ク調整が軽くてすむ 需給ギャップ小）
企業の体質弱い損分岐点97% 企業経営に弾力性あり 損益分岐点86%
（昭和53年）
物 ｛師 面 狂乱物価 消費者物価に落着き
企賃上業げ，率消3費2.者9%と（昭も和買4い9年だ）めが，物投価押機し上げ 企業，消費者とも冷静賃上げ率6%（昭和54年）で物価に影響なし
雇 用 面 労働需給硬直化有効求4人8倍年率）1. 76倍 労働需給も緩和 有効求人54倍年率）0.71倍
完全失業率 1.3%（昭和 完全失業率 2.1%（昭和
員オ 政 面 財政健全 財政不健全
（景気回復の第 2弾ロケットとなった。） （再建のため縮小，増税化の方向）
金 融 面 金融政策は手遅れ 金融政策は早目
公定歩合 公定歩合
4.25%→9 .00%(4. 75%上昇） 3.50%→9.00%(5.50%上昇）
8か月間に 5回引き上げ 12か月間に 5回引き上げ
長期プライムレート 長期プライムレート
7.70%→9.90%(2.2%上昇） 7.10%→9.50%(2.4%上昇）
Mzの伸び率 26.9%（昭和48年 3月） Mz企の業伸のび手率元 12.2%（昭和54年 3月）
過剰流動性 流動性水準高く，通貨面から
引き締め過程で伸び率は減衰状態 物価押し上げの要因少ない。
資料 増津敏雄，I金融引き締めと昨今の資金需要の動きJ，『福井経済J, 1980年 6月号， No. 293／月報，
9-14頁， 特に10頁，により作成。
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増し，昭和48年度～昭和49年度は対GN P比で5.0%を占める195億ドルであったことが日本経済に
大きな影響を及ぼしたこと，② 国だけでなく民間の企業も消費者も石油危機への対応ができず，
高度経済成長から低成長への急転換のショックは大きく，需給ギャップは大きく，企業の経営体質
の脆弱きが露呈したこと，③安易な価格転嫁が行われて狂乱物価となったこと，④ 金融政策が
手遅れとなり， 8か月間に 5回も引き上げざるを得ない背景が生じたこと，特に石油価格の高騰に
よる日本の国際収支悪化が加わって円安基調が強まったこと，さらに原油価格高騰が輸入原材料も
急騰させ，生産財価格の上昇を引き起こし，これが消費財価格に波及し，賃上げ率や公共料金などの引
上げも加わって③のような消費者物価を急激に狂乱的に押し上げ，個人消費も減退して景気局面が
不況に突入し，不況下の物価高といっスタグプレーションを引き起こす要因になったこと，などは
マイナス要因であるが，第 1次石油危機は一過性であってそれほど長引かなかった。
なお，プラス要因は表のなかの①～④以外のことである。
第3節 第 1次石油危機後の北陸地域の工業構造の変化と工業生産の回復状況
1. 第1次石油危機後の北陸地域の工業構造の変化
前述のような極めて大きな影響を及ぼした第 1次石油危機は昭和48年秋に起きた経済危機であっ
た。この危機が経済の実勢に最も顕著にあらわれたのは昭和49年であるから，小論では昭和48年を
第1次石油危機前の時期とみなし，昭和50年から昭和54年までを第 1次石油危機後の時期とみなし
た。昭和54年夏には第2次石油危機が起きて第 1次の場合とは異なる様相を経済全般に呈したから
である。小論では第 1次石油危機の前後の時期は昭和48年をその前，昭和51年をその後として比較
時期に選ぴ，対比させている。
第1次石油危機後の工業構造の変化を把えるために，ここでは北陸3県別の（1) 産業中分類別生
産指数（原指数）の変化率の推移，（2）事業所数，従業者数および製造品出荷額等の指数の推移，
(3）産業中分類別・事業所数，従業者数および製造品出荷額等の推移，（4) 産業細分類別製造品出
荷額等の推移，（5) 産業中分類別付加価値額の推移，を用いで検討する。
(1) 北陸3県別・産業中分類別生産指数（原指数）の変化率の推移でみた工業構造の変化
表3-1のように，昭和50年の生産指数を100とした昭和48年（平均）から昭和53年（平均）まで
の推移をみれば， 3県とも昭和48年から昭和50年にかけて全国を上回る速さで急速に低下している
傾向がみられる。富山県は昭和52年には第 1次石油危機前の昭和48年の水準以上に回復しているし，
福井県も昭和53年には昭和48年の水準程度に回復しているが，石川県だけは昭和48年の水準が高か
っただけになかなか回復せず後までカミなり深刻な影響を受けている。
富山県の特化業種では，製造品出荷額等の第 1位である非鉄金属は昭和53年になってやっと昭和
48年の水準を上回り，同第 2位の金属製品もそつである。同第 3位の化学は数字でみる限りさほど
影響を受けていない。同第4位の繊維は構造不況も加わって，昭和53年になってもまだ昭和48年の
水準にまで回復していない。同第 5位の一般機械も繊維と同様で、ある。
石川県の特化業種でみれば，製造品出荷額等の第 1位である繊維は昭和53年になってようやく昭
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第 l次石油危機前後の北陸3県別・産業中分類別生産指数（原指数）の変化率の推移
県間！ 木材・ 金属性 パルプ ゴム 窯業・ 石油・ 非鉄 金属 その他製造業 食料品 繊維 化学 皮革 鉄鋼 機械一般電気輸送精密5Jlj 木製品 家具 紙 犠草史I ロ口ロ 土石 石炭 金属 製品 機械機械機械機械 の製造業
52年／48年 2.4 21.4 企 6.5 企18.9 .. 7 .3 企20.0 企13.7 47 .1 45.5 . 8.3 企 4.9 .. 8.4 企 2.3 .A.11.8 27.3 24. 7 10. 7 
昌
昭和49年 企 0.8 0.3 企10.3 4.5 . 7 .5 企20.0 企 8.8 9.3 3.9 4.2 .. 3.4 3.5 7.5 4.3 . l. 5 38.8 企18.5
50 企14.3 9.9 企 9.9 企10.2 企 8.1 企26.4 企11.6 企 6.1 企 1.1 企10.0 .A.13.3 企24.6 企26.7 企30.6 企25.3 .. 9.0 4.9 
山 51 14.1 4.0 12. 7 企 7.7 8.5 1.8 3.0 18.9 13 .1 4.4 12 .1 24.0 11.4 4.8 80.6 .A.11.3 27 .4 
52 5.6 5.9 2. 7 企 6.4 0.5 33.6 3.9 20.5 25.2 .. 6.3 1.4 企 5.3 11.4 16.2 企 4.2 11.4 1.6 
52年／48年 .A.15 .1 8.3 企 0.3 24 .1 企 0.3 企 6.3 20. l 企29.5 企25.3 .A.27 .4 企51.7 .A.25.3 企29.2 13 .0 企10.3 企10.3 企12.4
石
昭和49年 企 8.2 0.0 企11.5 .. 4. 7 企10.6 1.2 6.9 .. 9.4 企 4.6 企13.8 企42.2 企 0.3 0.4 0.4 企 8.9 . 1.5 企25.3
50 企17.6 2.2 .. 1.0 12. 7 企10.6 企12.4 .A.17 .4 企32.8 企27.4 .A.31.4 .A.31.4 企32.3 企35.1 企 1.3 企24.4 2.6 4.3 
51 6.6 企 1.7 10.3 5. 7 12. 7 5.5 16 .8 企 0.5 7 .9 22. 7 10.3 4.3 1.5 23.3 13.8 25 .9 0.4 ）｜ 
52 5.3 7.7 3.2 9.3 10.6 0.2 16.5 16.3 8.9 25.3 10.3 6 .1 7 .1 . 7 .5 14. 5 6.6 12 .1 
52年／48年 .. 4.5 企 3.6 企 3.2 企 6.1 .A.15. 2 企23.0 .. 6.0 x 企24.1 . 7. 7 企43.9 6.5 企31.3 40. 7 .A.50.0 23. l .. 8.4 
福
昭和49年 企12.0 1.5 企12.6 .A.17 .1 企17.5 .A.22.3 .. 7.8 x 企10.5 11. l 0.5 企10.3 企10.3 0.2 .A.38.6 .A.14.4 企22.4
50 企 8.8 企 0.9 企 3.0 7.2 .A.19. 9 企12.8 企 7.7 x 企12.7 .A.12. 7 企 9.5 企41.3 企41.3 企17.2 企12.0 企 4.9 企 2.1
51 18.4 企 0.4 9.2 19 .1 31.1 10.1 7 .8 x 企10.3 42.9 9.4 14.1 14 .1 84.5 14.2 37 .6 17 .4 井
52 0.6 .. 3.8 4.5 .A.11.3 企 2.1 3.3 2.6 x 8.4 .A.18. l 企43.7 14.5 14.5 .. 8.0 .A.18. 9 10.0 2. 7 
52年／48年 企 1.1 6. 7 企10.0 .A.14.5 企21.4 .. 3.4 3.5 .. 8.9 6.4 3.8 企 1.8 .. 9.0 .. 2.8 企 6.4 3.3 企 9.1 11. 7 2. 7 68.8 4.9 
全
昭和49年 企 3.9 企 0.6 企10.5 企10.6 企20.5 企 4.7 企 5.0 企 7.5 .. 0.3 0.5 企 2.1 企 1.6 企12.4 企 7.8 企 1.7 企 1.7 企 3.4 1. 2 10.3 .. 7 .8
50 企11.0 1.6 企 5.7 .. 8.3 企13.6 企12.0 企 4.4 企14.5 .. 9.0 0.3 企 4.2 企14.5 企11.2 企18.7 企20.8 企20.8 企15.3 .. 4.4 企 7.7 企 6.8
国 51 11.2 1.5 8.4 6.8 17 .0 13 .3 10.8 10.4 11.5 4.5 2. 7 9.5 19.3 16.8 9.9 9.9 28.3 2.2 28.l 19 .4 
52 4.0 4.0 4.0 企 2.2 企 2.2 1.8 2.9 4.3 5.1 .. 1.4 1.9 .. 1. 3 4.8 6. 7 6.3 6.3 6.4 3.9 29.4 2.3 
%） （昭和50年＝100）（単位
表 3 1 
『司
富山県総務部統計調査課，『富山県の鉱工業生産活動』，昭和48年，昭和50年，昭和53年。大蔵省北陸財務局，『北陸経済統計年報j，昭和54年10月。
石川｜県企画開発部統計調査課，『石川県統計書j，昭和48年，昭和50年～昭和52年。同，『鉱工業生産統計j，昭和53年。
福井県企画開発部統計調査課，『福井県統計年鑑j，昭和48年，昭和50年～昭和53年。
...印は減少あるいは低下を示すものである。このような表はないため，資料にもとづいて算出した。小数第 1位まで求めた。
景気のピークは昭和49年 1月～ 3月期であるが，ピーク比は（昭和52年÷昭和48年）×100として算出した。昭和52年／昭和48年は昭和48年～昭和52年の 5年聞の
増減率を意味する。
資料
注1.
2 
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工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
和48年の水準に回復したが，かなり立ち直りに時間がかかっている。同第2位の一般機械は昭和52
年になっても昭和48年の水準を大きく下回っており，第 1次石油危機の影響が大きかったことを示
している。化学は昭和51年に昭和48年の水準を上回っている。
福井県の特化業種をみれば，製造品出荷額等の第 1位である繊維はやはり構造不況も加わって昭
和53年になってやっと昭和48年の水準を上回っている。化学は富山，石川両県の場合とは逆に昭和
52年になっても昭和48年の水準にまで回復していない。
(2) 北陸3県別事業所数，従業者数および製造品出荷額等の指数の推移でみた工業構造の変化
一般的にみて工業構造の特性を示すものは事業所数，従業者数および製造品出荷額等であるから，
これらの指標をみれば，工業構造の変化を知ることができる 表3-2は昭和50年を100とした第 1
次石油危機前後の工業構造の特性の推移を示したものである。事業所数では， 3県とも第 1次石油
危機の影響が顕著にあらわれた昭和49年には最も低下している。富山県は，全国並みの低下を示し
ているが，北陸3県のなかでは最も低いとしても，昭和51年の対昭和48年比では明らかに回復状況
を示している。
石川県は，北陸3県のなかでは事業所数は最も多く，昭和49年には低下したが，概して安定して
いる。昭和51年の対昭和48年比は変化していない。
福井県は，昭和49年の落込みは最も大きく，昭和51年の対昭和48年比は’元に回復しておらず，構
造的不況業種の繊維が工業構造の中心であることが関連している。
従業者数では， 3県とも確かに昭和49年には昭和48年のピークから全国水準並みに急落している。
従業者数そのものは長期的低落傾向にあることは否定できない。富山県では， 3県のなかでは急落
の程度が最も少ない。
表 3ー 2 第1次石油危機前後の工業構造の特性（全事業所）の推移
lよと： 昭和51年昭和45年 昭和47年 昭和48年 昭和49年 昭和50年 昭和51年 昭和52年 昭和53年 の対昭和48年比
事 富山 86.8 99.8 96.4 93.9 100.0 98.4 96.0 97.6 102.l 
業 石川 94.0 98.3 98.8 96.1 100.0 98.8 97.5 100.6 100.0 
所 福井 98.8 101.9 102.5 9P-.3 100.0 100.3 98.9 104.9 97.9 
数 全国 88.7 95.5 96.3 94.7 100.0 98.8 97.0 102.7 
従 富山 103.8 104.5 106.6 101.8 100.0 98.5 96.6 96.2 92.4 
業 石川 110.0 109.3 110.4 102.7 100.0 98.9 96.4 97.4 89.6 
者 福井 109.9 109.9 111. 7 101.5 100.0 100.9 97.5 98.9 90.4 
数 全国 103.4 104.3 105.9 101.7 100.0 98.9 96.2 93.4 
荷額等製造品出
富山 50.9 60.4 80.7 102.4 100.0 115.9 124.1 131.l 143.6 
石川 58.7 70.6 92.1 101.l 100.0 108.3 118.1 129.6 117 .5 
福井 55.3 68.0 90.5 99.5 100.0 118.7 123.1 131.6 131.l 
全国 54.2 63.5 81.1 99.9 100.0 114.1 122.9 140.6 
資料地域振興整備公団編，『地域統計要覧j，昭和54年版。 昭和52年と昭和53年は表3-3の資料による。
注 昭和50年＝100とする。指数表示の場合である。
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工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
石川県では，昭和49年の急落は全国水準を上回る大きさであり，昭和51年の対昭和48年比も低落
比が3県のなかでは最も大きい
福井県では，昭和49年の急落は 3県のなかで最も大きく，しかも全国水準を上回る大きさである。
製造品出荷額等では， 3県とも昭和49年には急落はしていないが，昭和49年から昭和51年にかけ
ての伸ぴは10%以内で少ないことがわかる。
(3) 北陸3県別・産業中分類別事業所数，従業者数および製造品出荷額等の推移でみた工業構造
の変化
表3-3，表3-4，表3-5はそれぞれ北陸3県別・産業中分類別事業所数，従業者数および
製造品出荷額等の第 l次石油危機前後の推移を示したものである。
事業所数では，富山県は，総計に占める各業種の事業所数の割合（構成比）が第1次石油危機前
後の昭和48年と昭和51年の比較で低下した業種は 8業種であり， 3県のなかで最も多い。 8業種のう
ち最も多く低下したのは食料品と木材・木製品の0.7%であり，次いで特化業種の化学と非鉄金属，
その他の製造業の0.4%である。しかし，この4年間の不況から回復への景気局面で、は，構成比が低
下した業種もそれほど大きく低下しているわけではない。軽工業では 5業種が低下し，重工業では
3業種が低下しており，軽工業の方が多く変化している。
石川県は，前述の比較では 4業種が低下しており，なかでも特化業種の繊維の落込みが1.9%で目
立っている。次いで窯業・土石の0.3%である。同じ特化業種の一般機械でも富山，福井両県と異な
り石川県では0.2%の低下となっている。このことは一般機械の細分類業種あるいは生産品目が第
4節，（3), 6）で検討するようになっているからであろう。
福井県は，やはり前述の比較では 3業種が低下しており， 3県のなかでは最も少ない。しかし，
特化業種の繊維の落込みは厳しくて短期間で2.5%低下している。この点は福井県の繊維が構造的か
っ生産品目的に異なることをはからずもあらわしている。福井，石川両県も富山県と同様に軽工業
の方の業種が多く低下している。
従業者数では，富山県は前述の期間の比較で構成比が低下した業種は 6業種で， 3県のなかでは
最も多い。特化業種の繊維が最も低下して1.9%である。繊維は事業所数の構成比では変わっていな
いのに，従業者数の構成比が低下しているところをみれば，繊維の従業者規模が縮小したことがわ
かる。この従業者規模縮小による体質強化は，特化業種である一般機械の0.6%減，同じく特化業種
の金属製品の0.3%減，ゴム製品の0.1%減についても該当することである。非鉄金属の0.5%減と木
材・木製品の0.4%減は事業所数と従業者数の両面から規模の縮小をせざるを得なかったことを示し
ている。
石川県は， 3業種だけが低下しており， 3県のなかでは最も少ない。特化業種の繊維はこの短期
間の景気局面で3.7%とかなり低下している。石川県の繊維は事業所数と従業者数の両面から第 1次
石油危機に構造不況が加わって規模の縮小を余儀なくされている。特化業種の一般機械の1.6%減も
その両面から規模が縮小されたとみることもできるであろう。
福井県は， 5業種が低下しており，やはり特化業種の繊維が4.7%減とかなり大きく低下している。
特化業種の一般機械は0.7%減であるが，事業所数は変わらず従業者規模の方で縮小している。木材・
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第1次石油危機前後の北陸3県別・産業中分類別事業所数（全事業所）の推移
産業分＼＼類中別県~・＼項＼目 富 山 石 ｝！｜ 福 井
昭和48年 昭和51年 構成比 昭和48年 昭和51年 構成比 昭和48年 昭和51年 構成比
実数構成比実数構成比の増減 実数 構成比 実数 構成比 の増減 実数 構成比 実数 構成比 の増減
18～19 食料品 921 14.8 898 14.1 • 0.7 1,016 6.8 1,048 7.0 819 8.2 803 8.2 
20 繊 維 480 7.7 488 7.7 。 6,987 46.8 6,694 44.9 。企 1.9 4,810 48.0 4,456 45.5 。企 2.5
21 衣 m~ 175 2.8 206 3.2 352 2.4 391 2.6 273 2.7 328 3.3 
22 木材・木製品 622 10.0 594 9.3 企 0.7 801 5.4 789 5.3 企 0.1 620 6.2 601 6.1 企 0.1
23 家具・装備品 401 6.4 392 6.2 • 0.2 557 3.7 620 4.2 360 3.6 366 3.7 
24 パルプ・紙 188 3.0 192 3.0 155 1.0 173 1.2 256 2.6 252 2.6 
25 出版・印刷 291 4.7 313 4.9 394 2.6 422 2.8 181 1.8 183 1.9 
26 化 学 172 2.8 152 2.4 。企 0.4 16 0.1 35 0.2 。 46 0.5 43 0.4 。企 0.1
27 石油・石炭 12 0.2 14 0.2 9 0.1 11 0.1 3 0.0 5 0.1 
28 ゴム製品 22 0.3 17 0.3 5 0.0 15 0.1 7 0.1 8 0.1 
29 皮 革 10 0.2 11 0.2 3 0.0 4 0.0 4 0.0 7 0.1 
30 窯業・土石 254 4.1 257 4.0 企 0.1 728 4.9 686 4.6 企 0.3 238 2.4 243 2.5 
31 鉄 鋼 113 1.8 99 1.6 企 0.2 94 0.6 94 0.6 53 0.5 62 0.6 
32 非鉄金属 299 4.8 280 4.4 。企 0.4 38 0.3 37 0.3 21 0.2 16 0.2 
33 金属製品 844 13.5 955 15.0 。 808 5.4 870 5.8 355 3.5 367 3.7 
34 一般機械 556 8.9 591 9.3 。 1,278 8.6 1,256 8.4 。企 0.2 387 3.9 384 3.9 。
35 電気機械 153 2.4 177 2.8 137 0.9 152 1.0 143 1.4 141 1.4 
36 輸送機械 108 1. 7 122 1. 9 174 1.2 176 1.2 64 0.6 58 0.6 
37 精密機械 4 0.1 8 0.1 11 0.1 9 0.1 770 7.7 820 8.4 
38 武 器 。 0.0 。 0.0 。0.0 。Q.0 。 0.0 。0.0 
39 その他の製造業 615 9.8 600 9.4 企 0.4 1,351 9.1 1,429 9.6 602 6.0 652 6.7 
製造業総数 6,240 100.0 6,366 100.0 14,915 100.0 14,912 100.0 10,012 100.0 9,795 100.0 
%） 所，（単位
表 3-3
富山県総務部統計調査課（現在は統計情報課），『工業統計調査結果表』，昭和48年，昭和51年。石川県企画開発部統計調査課，『工業統計j，昭和48年，昭和51年。
福井県企画開発部統計課，『福井県の工業J，昭和48年，昭和51年，により作成。
O印は表3-4，表3-5と同様に各県の特化業種をあらわしている。
企印は昭和51年と昭和48年の構成比を比較したとき，昭和51年の方が減少していることを意味する。
資料
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第1次石油危機前後の北陸3県別・産業中分類別従業者数（全事業所）の推移
｜｜＼産業＼分中類別＼県別＼・＼項＼目
富 山 石川 福井
昭和48年・ 昭和51年 構成比 昭和48年 昭和51年 構成比 昭和48年 昭和51年 構増成減比
実数 構成比実 数構成比の増減 実 数構成比実 数構成比の増減 実 数構成比実 数構成比の
18～19 食料品 10,844 7.0 10,928 7.6 8,845 6.1 9,549 7.3 5,657 4.7 5,981 5.5 
20 繊 維 23,196 15.0 18,746 13.1 企 1.9 56,237 38.8 45,645 35.l 企 3.7 55,149 45.8 44,714 41.1 企 4.7
21 衣 自民 2,638 l. 7 3,765 2.6 6,068 4.2 6,793 5.2 5,387 4.5 6,160 5.7 
22 木材・木製品 2,471 1.8 6,262 4.4 .. 0.4 5,682 3.9 5,053 3.9 5,666 4.7 4,919 4.5 .. 0.2 
23 家具・装備品 2,954 l. 9 2,798 2.0 2,494 l. 7 2,551 2.0 2,288 l. 9 2,588 2.4 
24 パルプ・紙 5,887 3.8 5,516 3.9 1,873 1.3 1,971 1.5 3, 197 2.7 3,070 2.8 
25 出版・印刷 2,852 2.5 3,750 2.6 4,204 2.9 4,300 3.3 1,653 1.4 1,668 1.5 
26 化 ふ寸且． 11,451 7.4 10,790 7.5 454 0.3 843 0.6 5,104 4.2 5,058 4.6 
27 石油・石炭 221 0.1 286 0.2 131 ' 0.1 100 0.1 21 0.0 26 0.0 
28 ゴム製品 1,189 0.8 965 0.7 企 01 χ x 111 0.1 175 0.1 166 0.2 
29 皮 革 126 0.1 208 0.1 20 0.0 x χ 55 0.0 150 0.1 
30 窯業・土石 5,585 3.6 5,132 3.6 6,806 4.7 6,607 5.1 3,820 3.2 3,476 3.2 
31 室失 鋼 2,482 4.8 6, 128 4.3 企 0.5 1,832 1.3 1, 725 1.3 539 0.4 699 0.6 
32 非鉄金属 16,857 10.9 15,197 10.6 企 0.3 296 0.2 252 0.2 648 0.5 437 0.4 企 0.1
33 金属製品 14,976 9.7 15,454 10.8 5,599 3.9 5,956 4.6 3,598 3.0 3,287 3.0 
34 一般機械 12,648 11.4 15,451 10.8 企 0.6 25,820 17.8 20,998 16.2 企 1.6 5,557 4.6 4,241 3.9 企 0.7
35 電気機械 2,621 4.9 7,655 5.3 7,640 5.3 7,684 5.9 10, 786 9.0 10,074 9.3 
36 輸送機械 5,730 3.7 5,778 4.0 2,768 1. 9 2,644 2.0 577 0.5 454 0.4 企 0.1
37 精密機械 280 0.2 277 0.2 77 0.1 53 0.0 企 0.1 5,918 4.9 6,939 6.4 
38 武 器 。 0.0 。0.0 。 0.0 。 0.0 。 0.0 。 0.0 
39 その他の製造業 8,885 5.7 8, 176 5.7 8,000 5.5 7' 120 5.5 4,661 3.9 4,746 4.4 
製造業総数 154,993 100.0 143,262 100.0 145,036, 100.0 130,012 100.0 120,457 100.0 108,853 100.0 
%） 人，（単位
表 3-4
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第1次石油危機前後の北陸3県別・産業中分類別製造品出荷額等（全事業所）の推移
ぷご 富 山 石 JI! 福 井昭和 48 年 昭和 51 年 構成比 昭和 48 年 昭和 51 年 構成比 昭和 48 年 昭和 51 年 構成比実 数 構成比 実 数 構成比 の増減 実数 構成比 実数 構成比 の増減 実数 構成比 実数 構成比 の増減
18～19 食料品 5,747,519 4.9 9,223,115 5.4 5,067 ,449 6.1 8,051,097 8.3 2,384,982 3.8 3,925,479 4.7 
20 繊 維 12,127,410 10.2 15,918,099 9.3 企 0.9 25,802,273 31.l 30,094,687 30.9 企 0.2 25,898,136 40.8 29 ,640 ,095 35.4 企 5.4
21 衣 ijl 700,027 0.6 1,351,555 0.8 1,499 '685 1.8 2,304,022 2.4 1,488,472 2.3 2' 229 '982 2. 7 
22 木材・木製品 7 ,034,420 5.9 6,627,051 3.9 企 2.0 3,432, 104 4.1 3,662,461 3.8 企 0.3 3 '636, 366 5. 7 4 '762, 554 5. 7 
23 家具・装備品 1,110,579 0.9 1,419,886 0.8 企 0.1 1, 107' 157 1.3 1, 555, 528 1.6 977' 771 1.5 1, 798,341 2.1 
24 パルプ・紙 6, 296 '258 5.3 8,941,347 5.2 企 0.1 1, 287 ,424 1.6 1,770,011 1.8 2' 559 ,663 4.0 2,976,140 3.6 企 0.4
25 出版・印刷 1,647 ,566 1.4 2,272,190 1.3 企 0.1 1,767,127 2.1 2 ,680, 699 2.7 559, 108 0.9 933,553 1.1 
26 化 学 11, 981,278 10 .1 17' 742,280 10.3 487 ,674 0.6 1,470,829 1.5 5,919,955 9.3 8,279,372 9.9 
27 石油・石炭 1,573,600 1.3 6' 073' 617 3.5 269,559 0.3 236,437 0.2 51,603 0.1 67 ,007 0.1 
28 ゴム製品 472,654 0.4 582, 994 0.3 企 0.1 χ χ 39 ,515 0.0 85' 318 0.1 128,688 0.2 
29 皮 革 56,845 0.1 140' 609 0.1 5,228 0.0 χ χ 10' 628 0.0 57' 211 0.1 
30 窯業・土石 3,809,760 3ょ2 5'034'117 2.9 企 0.3 3,904,490 4.7 4' 650 ,841 4.8 2,498,969 3.9 3,353,102 4.0 
31 鉄 鋼 8, 772,658 7 .4 13' 267' 663 7. 7 1,234, 158 1. 5 1, 699' 264 1. 7 344, 977 0.5 733,569 0. 9 
32 非鉄金属 25,201, 142 21.2 37 ,667' 772 21.9 237 ,830 0.3 194,464 0.2 企 0.1 1, 917 ,665 3.0 2,358,237 2.8 企 0.2
33 金属製品 9,877 ,888 8.3 13,963,402 8.1 2,912,213 3.5 3 '778,035 3.9 2 ,094, 799 3.3 2,623,642 3.1 企 0.2
34 一般機械 11,141,901 9.4 13' 043' 138 7 .6 24 '974 ,082 30.1 23,184,913 23.8 企 6.3 3,011,518 4.7 2,861,889 3.4 • 1.3 
35 電気機械 2,893,137 2.5 4,872,906 2.8 3 '723' 281 4.5 5,554,250 5.7 4,926,408 7.8 7 '918, 754 9.4 
36 輸送機械 4,489,894 3.8 7 ,357 ,327 4.3 1,739,714 2.1 2 ,339,245 2.4 206,526 0.3 426,067 0.5 
37 精密機械 155 ,049 0.1 177,247 0.1 43,386 0.1 18,484 0.0 2,201,247 3.5 4, 174,690 5.0 
38 武 器 。0.0 。0.0 。0.0 。0.0 。0.0 。0.0 
39 その他の製造業 3,575,048 3.0 5,940,450 3.5 3,305,303 4.0 4' 190,017 4.3 2 '785' 328 4.4 4,568,476 5.5 
製造業総数 118 '665 '033 100.0 171, 616 '765 100.0 82, 934' 690 100.0 97 ,488,244 100.0 63 '559' 039 100.0 83,816' 848 100.0 
%） 万円，（単位
表 3-5
表 3-3により作成。資料
第 1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
木製品のみは事業所数と従業者数の両面で規模の縮小が行われている。
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製造品出荷額等では，富山県は，第 1次石油危機後の不況の影響を受けて 7業種で低下しており，
3県のうちでは最も多い。木材・木製品は構成比が第 1次石油危機前の昭和48年に比べて2.0%減で
最も大きく低下している。次いで特化業種の繊維の0.9%減，窯業・土石の0.3%減，パルプ・紙，
家具・装備品，出版・印刷，ゴム製品の各0.1%減である。これらの業種はいわゆる軽工業に属する
もので，軽工業の受けた影響が示きれている。また，工業構造の特性を示す3つの生産活動指標が
すべて低下しているのは木材・木製品だけである。
石川県では， 5業種が低下している。なかでも特化業種である一般機械の6.3%減が目立っている。
次いで木材・木製品の0.3%減，特化業種の繊維は0.2%減，非鉄金属と石油・石炭の各0.1%減の順
で示きれる。石川県では，軽工業だけでなく重工業の特定の業種には第1次石油危機の影響も関連
している。 3つの生産活動指標が3っとも低下している業種は，繊維と一般機械である。
福井県では， 5業種が低下しており，特化業種である繊維の5.4%減が著しい。次いで一般機械の
1.3%減，パルプ・紙の0.4%減，非鉄金属，金属製品の各0.2%減で示きれる。福井県も石川県と同
様に工業構造につり合いが保たれていない（このことは第4節の（3）で説明する）から，重工業に属
する業種が3業種も低下している。 3つの生産活動指標が3っとも低下している業種は，繊維だけ
である。
3県に共通してみられることは，各県の特化業種が第 1次石油危機の影響を直接的間接的に受け
ているということである。特化業種は各県の工業構造の中心であるだけにその業種の従業者数や製
造品出荷額等の減少は工業構造全体に良い波及効果は与えないことになるであろう。また，富山県
は基礎資源型工業あるいは装置型工業が中心となって工業構造を形成しているため，第1次石油危
機の影響はもちろん大きく受けたことには変りはないが，石川県や福井県ほど影響は受けていない。
逆に，地方資源型工業（繊維，木材・木製品，窯業・土石などの業種が属する。）や都市型工業特に
雑貨型工業（出版・印刷，家具・装備品などの業種が属する。）の体質が弱く，そのため第 1次石油
危機の影響を受けている。石川県の工業構造の中心は繊維と化学であり，これらの2業種の規模が
圧倒的に大きいが，その一方の中心業種の繊維が構造不況とも関連して今回の影響を強く受けてい
る。一般機械は，富山，福井両県よりも優位に立っているし，生産品目も多く，工業集積度も高い
割には（表4-18，表4-19-2），富山県の機械工業ほど体質が強くなく，受注減退，部分品代切
下げなどの機械工業特有な影響を受けたことは明らかである（石川県商工労働部編，『石川県機械工
業の現状と課題（試案），資料編J，昭和51年。富山県技術振興協会編，『北陸地方における機械工業
の技術振興ビジョンに関する調査研究報告書（概要）.］，昭和55年3月。）。石川県では都市型工業特
に金属加工型工業（一般機械が属する。）に弱く，一部の地方資源型工業（木材・木製品）に影響が
あらわれている。福井県では，繊維と精密機械に特化している工業構造であるが，繊維の受けた影
響は構造不況も加わってかなり大きくあらわれている。金属加工型工業としての一般機械の減退も
目立っている。
(4) 北陸3県別・産業細分類別製造品出荷額等の推移でみた工業構造の変化
第1次石油危機前後の北陸3県別・産業中分類別製造品出荷額等の比較において，その「後Jに製
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工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
造品出荷額等の減少した業種は，表3-5に示したが，この表ではどの業種あるいはどの分野で減
少したかどうかはわからない。そこで，産業中分類業種をさらに細かく分類した産業細分類業種で
比較する必要がある（表3-6）。
富山県では，産業中分類別業種表示の繊維を細分類した業種では，メリヤスの減少率5.6%が目立
ち，織物も3.1%減と目立っている。石川，福井両県も織物の減少率は目立っている。木材・木製品
では製材業，木製品が減少し，家具・装備品では家具が大幅に減少している。パルプ・紙では紙製
容器が減少し，出版・印刷では製本業・印刷物加工業が減少している。ゴム製品では，ゴム製・プ
ラスチック製はきもの・同付属品の減少が大きし窯業・土石ではガラス・同製品の減少が目立つている。
石川県では，繊維は撚糸と織物の減少が目立ち，木材・木製品でも減少している。非鉄金属では，
非鉄金属鋳物が大きく減少し， 38.9%の減少を示している。一般機械では，繊維機械の5.4%減が顕著
であり，ボイラー・原動機，農業用機械，建設機械・鉱山機械，加工機械はいずれも減少している
が，僅かで、ある。一般機械では細分類の 9業種のうち 5業種が減少している。このことは一般機械
の構造的体質と需要減（受注減）などが影響している。
福井県では，繊維のうち減少しているのは織物と紡績であり，織物は48.0%減とあまりにも大き
く減少している。パルプ，紙では，紙がかなり減少している。金属製品では，ボルト・ナット・リ
ベット・小ねじ・木ねじ等が6.1%減と目立つている。一般機械では，減少しているのは 9業種のう
ち3業種であり，富山，石川両県とは異なっている面がある。繊維機械は繊維の低迷とも関連して
3.8%減でかなり減少しており，その他金属加工機械も減少している。
製造品出荷額等でみただけでも， 3県に共通していることは，この節の（1), (2), (3）で説明したこ
とが該当する。
(5) 北陸3県別・産業中分類別付加価値額の推移でみた工業構造の変化
(1）～（4）で用いた指標も有効で、あるが，昭和48年秋の第 1次石油危機を契機とした不況を経験する
なかで，北陸3県における製造業の業種別構成比に起きた変化をみるための指標として「最もj有
効なものは，付加価値額（昭和50年の生産者価格評価による付加価値額とする）である。この指標
も用いて第 1次石油危機後の工業構造の変化を概観することができる。
昭和53年の生産構成比を対全国比でみれば，富山県は1.1%であるにすぎない。これを昭和49年と
比較しても富山県の生産構成比はほとんど変わっていない（表3-7）。
昭和53年の産業中分類別（業種別）付加価値額構成比では，アルミニウム合金・押し出し品など
を中心とした非鉄金属が1,325億4726万円で24.6%を占めて最も大きし次いでアルミサッシ・ド
アなどを中心とした金属製品が13.5%，以下医薬品製剤を中心とした化学が13.3%，繊維が9.4%,
一般機械が8.5%といっ順で示きれる。その他の業種は 5%以下である。
昭和48年以降の工業構造の変化を産業中分類別でみれば，その構成比が低下した業種は19業種で
ある。このうち化学は昭和48年の14.2% （第 2位）から昭和53年には13.3%（第3位）へと0.9%低下
した。今回の不況で落ち込みが著しかった一般機械は昭和48年の11.7% （第3位）から昭和53年には
8.5% （第 5位）へと3.2%も低下した。繊維も今回の不況と構造的不況の影響で昭和48年の11.7%
（第3位）から昭和53年には9.4%（第4位）と2.3%も低下した。一方，付加価値額の構成比が上昇
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表3-6 第1次石油危機前後の北陸3県別・産業細分類別製造品出荷額等（全事業所）の推移（単位%）
産、＼業、細分徹別県事 、年、来
富 山
lい、S提、案、創》煩刷県万、年、＼た
石 川
＼産業＼側な知盟県別、年＼次
福 井
昭和48年昭和昨賢建議 昭和48年昭和昨携章義 昭和47年昭和昨芳書誌
繊 中佐 100.0 100.0 繊 品佐 100.0 100.0 繊 維 100.0 100.0 
製 糸 業 x x χ 製 糸 業 x x x 製 糸 業 0.01 0.03 0.02 
紡 高責 39.4 43.5 4.1 紡 高責 6.9 9.9 3.0 紡 績 6.7 1. 5 A5.2 
撚 糸 4.1 4.5 0.4 撚 糸 22. 7 17 .8 A4.9 撚 糸 6.5 43.5 37 .0 
織 物 16.3 13.2 A3. l 織 物 38.8 35. 7 A3. l 織 物 48. l 0.1 A48.0 
メ リヤス 23.8 18.2 企5.6 メ リヤス 5.4 6.0 0.6 メ リヤス 10.8 15. 7 4.9 
染色整理 6.5 15.0 8.5 染色整理 11.6 15. 9 4.3 染色整理 17.1 22.8 5. 7 
締］ 網 2.8 3.0 0.2 4同 網 1.5 2.0 0.5 車問 中間 0.3 0.5 0.2 
レース・繊維雑品 2.2 1. 5 企0.7 レース・繊維雑品 6.9 7.2 0.3 レース・繊維雑品 8.0 8.6 0.6 
その他の繊維 1.0 1.1 0.1 その他の繊維 2.9 3.3 0.4 その他の繊維 2.2 4.3 2.1 
木材・木製品 100.0 100.0 木材・木製品 100.0 100.0 ノf ルプ・李氏 100.0 100.0 
製材業キ用寸， 木製品 74. 7 72. l 企2.6 製材業，木製品 70.8 70.2 企0.6 紙 39.7 36.5 A3.2 
建造築作 組・合立板材料・ 19.3 23.6 4.3 造建作築材用・組合立板材・ 13.5 15.2 1. 7 加 工 紙 16. 5 17. 5 1.0 
木製容器 1.3 1. 7 0.4 木製容器 6.9 5.8 企11 紙 製 口口 1.5 2.0 0.5 
木製はきもの 0.1 0.1 。 木製はきもの 0.06 x x 紙製容器 16.4 22.2 5.8 
その他の木製材 3.0 2.5 企0.5 その他の木製材 8.1 7 .8 企0.3 李そ氏の・他華氏のノ力日匂ヨレニプキ氏． 5. 7 4.4 Al.3 
家具・装備品 100.0 100.0 石油・石炭 100.0 100.0 非鉄金属 100.0 100.0 
家 具 64. 7 57.3 .. 7 .4 舗装材料 x x x 非製鉄錬金・属精第製二業次 x x x 
宗教用具 5.3 7 .8 2.5 品その・他石の炭石製油製品 x x x 非鉄金属・同合金圧延業 x x x 
建 具 18.4 20.3 1. 9 石油精製業 x x 非鉄金属鋳物 0. 7 1.4 0. 7 
家そ具の・装他備の品 11.0 14.6 3.6 電線・ケーブル x 19.4 χ 
その他の非鉄金属 75.0 x x 
パルプ・紙 100.0 100.0 非 鉄属精金第製二属
100.0 100.0 
ノf ／レ フ x x x 非製鉄錬金・ 業次 x 0.8 x 金属製品 100.0 100.0 
中氏 56. 7 60. 7 3.0 非鉄金属・同合金圧延業 1.3 10.0 8. 7 他ブのリキメかyんキ板・製その品 0.2 0.2 0.0 
力日 工 キ氏 5.6 5.8 0.2 非鉄金属鋳物 73. 7 34.8 企38.9 洋手道食具器 金刃物類 6.3 5.6 企0.7 
紙 製 ロロ 3.8 3.0 企0.8 電線・ケーブル x 34.3 x 空軍需置ィイ若宮 x 0.8 x 
紙製容器 22.2 18. 7 企3.5 その他の非鉄金属 6.2 15.0 8.8 建設用・建築用金属製品 64.9 72.3 7 .4
紙その．紙他のノ勺レ70・ 2.5 3.1 0.6 彫金属刻打業．抜熱・被処理覆業・ 4.6 5.9 1.3 加工紙
金属線製品 2.1 0.9 企1.2
出版・印刷 100.0 100.0 ボトル小トねナじyト木・ねリベじ等ン 16.2 10. l 企6.1
新 聞 業 0.4 27 .4 23.0 その他の金属製品 3.5 1.6 Al. 9 
出 版 業 0.6 x x 
印 局リ 業 68.9 67.5 Al .4 
製本業，印刷物加工業 3.8 1. 9 Al. 9 
業製版に伴業，うそサのー他ビのス~[1業刷 1.8 2.8 1.0 
ゴム製品 100.0 100.0 一般機械 100.0 100.0 一般機械 100.0 100.0 
艇ゴムは製きも・のプラ向スチ付属ソ品ク 13 .1 3.6 A9.5 ボイラ・原動機 0. 7 0.2 企0.5 ボイラ・原動機 0.6 0.4 A0.2 
ゴスムベ工ル業ト用ゴゴムム製ホー品 x 66.1 x 農業用機械 0.6 0.4 A0.2 農業用機械 0.6 2.2 1.6 
その他のゴム製品 0. 9 30.3 29.4 建設機械・鉱山機械 56.9 56. 7 A0.2 建設機械・鉱山機械 3. 7 4. 7 1.0 
金属加工機械 4.9 4.8 企0.1 金属加工機械 42.3 41.1 Al.2 
窯業・土石 100.0 100.0 繊維機械 18.8 13.4 A5.4 繊維機械 37 .5 33. 7 A3.8 
ガラス・同製品 1.9 2.9 1.0 特殊産業用機械 2.2 3.9 1. 7 特殊産業用機械 1. 7 2.1 0.4 
セメント・同製品 45.9 40.2 A5. 7 一般産業用機械・装置 11.4 14.4 3.0 一般産業用機械・装置 3.6 6.7 3.1 
建築用粘土製品 4.3 6.1 1.8 事民務生用用・サ機ー械ビス器用具・ 0.8 0.8 0.0 事民務生用用・サ機ー械ビス器用具・ x x x 
陶磁器・同関連製品 x 0.04 x その他の機械・岡部分品 3.5 5.2 1. 7 その他の機械・岡部分品 1.4 2. 7 1.3 
面t 火 物 x 6.2 x 
炭素・黒鉛製品 18.8 20.2 1.4 
研磨材・同製品 3.4 14 .4 11.0 
骨材・石工品 7.3 5.9 Al.4 
その他の窯業・土石品 0.6 4.0 3.4 
資料表3 3により作成。
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第 l次石油危機前後の北陸3県別・産業中分類別付価価値額の構成比の推移（従業者30人以上の事業所）
県 ハ年次＼ 産業中分類＼別 製造業 木材・ 金属製 パルプ 出版・ 石油・ ゴム 窯業・ 非鉄 金属 そ州血の食料品 繊維 衣服 化学 皮革 鉄鋼 機械一般電気輸送精密5JI 総数 木製品 家具 紙 印刷 石炭 製品 土石 金属 製品 製造業
機械機械機械機械
昭和48年 1.1 100.0 2.6 11.7 0.5 2.9 0.7 5.2 2.0 14.2 χ 0.5 0.0 3 .1 6.4 2. 7 8.8 5.7 1. 7 2.6 2. 7 x 2.6 
富 49 1.1 100.0 2. 7 8.6 0.5 2 .1 0.5 5.5 1.8 16 .3 x 0.5 0.0 3.1 7.3 24.0 6.6 6.3 12.0 3.4 3 .4 x 3.2 
50 1.0 100.0 3.9 8.7 0.7 1.7 0.6 3.6 2.3 17 .0 χ 0.5 0.1 3.2 4.4 21.3 9.2 6.6 12.1 2.3 5.3 χ 3 .4
51 1.0 100.0 3.9 10.8 0.9 1. 7 0.6 4.6 1.9 14 .1 χ 0.4 0 .1 2.2 3. 7 24.8 9.6 5.8 9.4 3.6 4.3 χ 2. 7 
山 52 1.1 100.0 3.4 6.9 0.9 1.3 0.7 5 .4 1.9 13. 9 χ 0.5 0 .1 2.2 4.8 24.5 12. 7 5.6 8.9 3.5 4.3 χ 2.9 
53 1.1 100.0 3.1 9.4 0.9 1.5 0.6 4.1 1.9 13.3 x 0.4 0 .1 2.0 4.9 24.6 13.5 5.2 8.5 3',5 3.5 χ 3.6 
昭和48年 0.9 100.0 5.6 29.5 2.2 3.2 1.3 1. 3 3.0 0.6 0.1 χ 0.0 5.0 1.8 0.3 3.4 9 .4 32.3 3.4 1.9 0.1 4.5 
石 49 0.8 100.0 7 .1 24.2 2.2 3 .1 1.5 1.8 3.6 0.7 0.2 0.0 0.0 6.2 2.0 0.2 4.0 9.9 33.6 3.8 2.0 0 .1 3.7 
50 0.8 100.0 9 .4 26.1 2.8 3 .5 1. 7 1.6 4.2 0.6 0.2 0.0 0.0 5.9 1.3 0.2 4.4 8.5 29.0 3 .1 1.9 0.0 4.1 
51 0.8 100.0 8.6 29 .1 2.8 3.4 1.9 1.6 4.2 0.3 0.1 0.1 x 5 .1 1.4 0.2 4.3 8.1 25.3 5.0 2.2 0.0 4.4 
）｜ 52 0.8 100.0 9.0 26.9 2.8 3 .1 2.0 1.6 4.4 1. 7 0.1 0 .1 x 5.8 1. 5 0.2 4.9 7 .8 24 .3 4.3 2.3 0 .1 4.8 
53 0.8 100.0 8.3 26.8 2.7 3 .4 2 .1 1.6 4.3 1. 7 0.2 0 .1 x 5.7 1.6 0.2 4.4 7 .9 25.5 3. 7 2.2 0.0 5 .1
昭和48年 0.5 100.0 L6 39.9 2.6 3.0 0.8 4.1 1.2 13. l χ x x 4.6 0.4 1.1 2.8 4.6 5. 7 9. 7 0.2 2. 7 6.1 
福 49 0.5 100.0 2.1 34.0 2.8 4.2 1.4 4.7 1.2 14.2 x χ x 4.6 0.7 1.4 2.2 4.9 5.8 10 .1 0.2 3.6 6.5 
50 0.5 100.0 3.3 37.8 3.5 2.8 1.5 2. 7 1.4 10.6 x 0.3 x 3.6 0.1 0 .1 3.0 4.9 4.4 10 .5 0.2 4.6 8.2 
51 0.5 100.0 2.8 37. 7 3.1 1.3 1.5 2.8 1.3 11.8 χ 0.3 x 3.2 0.8 1.2 2.9 5.5 3.6 3.0 χ 5.0 7 .5
井 52 0.4 100.0 3.4 38.3 3.2 2.5 1.5 3.6 1.4 8.5 χ 0.3 x 3.3 0.2 1.1 3.4 6.0 3.9 13.2 χ 6.6 5.1 
53 0.4 100.0 3.5 40. l 3.1 2. 7 1.2 3.3 1. 7 10.0 x 0.3 x 3. 7 0.3 1. 2 2.2 5.4 3.8 13.0 χ 4.5 5.0 
昭和48年 100.0 100.0 8.2 6.5 3 .4 3 .1 4.2 8.7 5.1 7 .6 3.0 6. 7 8.2 10.4 10.9 9.7 1.6 
全 49 100.0 100.0 8.4 5 .1 2. 7 3.7 4.3 8.9 5.2 7 .8 2.9 7.0 8.1 11.3 10 .3 9 .1 1.8 
50 100.0 100.0 10.2 5.3 2.6 3.1 5 .3 8.8 5.0 6.0 2.1 6.7 8.2 1. 1 9.8 10 .2 1.8 
国
51 100.0 100.0 9.7 5.4 2.5 3.0 5 .1 8.4 4.9 6.1 2.3 6.4 8.5 10.6 10.9 10.7 1.8 
52 100.0 100.0 10.3 4.6 2.5 3.0 5.0 8.7 5.0 5.5 2.4 6.4 8.7 10.3 11.4 11.0 2.0 
%） （単位
表 3-7
表 3-3により作成。全国については，経済企画庁調査局，『経済要覧j, 1979年。
県別付加価値額北陸3県別付加価値額の構成比＝一一一一一一一×100
全国付加価値額
資料
注
第 l次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
した業種は10業種である。このうち富山県の特化業種である非鉄金属は昭和48年の22.7% （第 l位）
????
から昭和53年には24.6%（第 1位）へと逆に1.9%も高め，アルミニウム揮し出し品などを中心とし
て高水準の生産を維持している。同じく特化業種の金属製品は昭和48年の8.8%（第 5位）から昭和
53年には13.5%（第 2位）へと4.7%の最高の伸び率を示している。電気機械や輸送機械はその同一
期間には比重は一貫して上昇傾向にあるが，鉄鋼，窯業・土石，パルプ・紙は低下傾向にある。そ
の他の業種の比重には大きな変化はみられない。（以上，表3-7。図 4ー 2参照。）
石川県は，富山県が生産素材・加工財に特化した工業構造であるのに対して，昭和53年の付加価
値額構成比では，絹・人絹織物に代表される繊維26.8%とトラクター，繊維機械を中心とする一般
機械25.5%の2大業種で製造業全体の52.3%を占めることが石川県の工業構造を特徴づけている。
2大業種に次いで食料品の8.3%，窯業・土石の5.7%，その他の製造業の5.1%，金属製品の4.4%,
出版・印刷の4.3%という順で示される。 （以上，表3-7。図 4-2参照。）
昭和48年との比較では，付加価値額構成比が上昇した業種は15業種であり，低下した業種は 5業
種である。繊維は昭和48年の29.5%（第 2位）から昭和53年の26.8%（第 1位）へと2.7%低下し，
一般機械は昭和48年の32.3%（第 1位）から昭和53年の25.5%（第 2位）へと最も大幅に6.8%低下
した。これらの代表的な地場産業は需要不振から低下傾向にあるが，上位2業種の地位には変りが
ない。これに対して，食料品は48年の5.6%（第 3位）から昭和53年の8.3%へと2.7%上昇したし，
繊維とともに地場産業として代表される窯業・土石は同一期間に5.0%（第4位）から5.7%（第4位）
へと僅かに上昇した。その他の業種には大きな変化はみられない。 （以上，表3-7。）
福井県は繊維中心の工業構造である。代表的地場産業であり，絹・人絹織物を中心とした繊維は，
昭和53年には40.1%と圧倒的に大きな比率を占めている。次いてい電子管や半導体素子を除いた電子
機器用・通信機器用部分品を中心とした電気機械（13.0%），化学（10.0%），漆器を中心としたその
他の製造業（5.0%），眼鏡・眼鏡枠を中心とした精密機械（4.5%），繊維機械を中心とした一般機
械（3.8%）の順で示される。
昭和48年比較では，付加価値額構成比が上昇した業種は 9業種であり，それが低下した業種は 8
業種である。繊維は昭和49年には内外需の不振から生産の上昇力が弱く構成比を34.0%と低めたが，
昭和50年以降次第に構成比を高めており，第 1位の地位には変りはない。他には電気機械が昭和48
年の9.7%（第3位）から昭和53年の13.0%（第 2位）へと3.3%の大幅な上昇が目立っている。精
密機械も昭和48年の2.7%（（第9位）から昭和53年の4.5%（第4位）へと1.8%上昇した。一方，化
学は昭和48年の13.1%（第 2位）から昭和53年の10.0%（第 2位）へと3.1%も大幅に低下し，その
他の製造業も同一期間に6.1%（第4位）から5.0%（第4位）へと低下した。この他，一般機械，
窯業・土石，パルプ・紙はいずれも低下した。 （以上，表 3ー 7。図4-2参照。）
2. 第1次石油危機後の北陸地域の工業生産の回復状況
(1) 北陸3県別製造業生産指数（原指数）でみた工業生産の回復状況
製造業生産指数（原指数）によれば，北陸地域の生産は，全国に比べて 1期遅れた昭和49年 1月～
3月期をピークに下降に転じ，その後昭和50年 1月～ 3月期をボトムとして回復に向ったが，昭和
52年には富山県は5.6%，石川県は5.3%，福井県は0.6%と前年に比べて伸ぴ率が大幅に鈍化した。
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福井県は全国の4.0%に比べて回復状況が遅れている。北陸地域全体の工業生産は昭和51年年央以降
上昇傾向にあった在庫が減少に転じ，在庫調整にも進展がみられること，昭和52年末に入って生産
加工財や耐久消費財の輸出が増加したことに加え，内需も生産加工財や建設財の一部で公共事業の
前倒しによる資材発注効果が浸透することなどの各面に明るい兆しがあらわれたことから，生産も
再び回復する傾向を示した。
昭和52年の北陸地域の3県別回復状況を製造業生産指数（原指数）を用いてまとめれば，表3-1
の通り， 3県のなかでは富山県が昭和48年～昭和52年の伸び率2.4%も昭和52年の対前年比（105.6）も
さらに全国（4.0）よりも生産の回復傾向を最も強く示している。石川県は昭和52年の対前年比105.3
では全国よりも回復しているが，昭和48年～昭和52年には15.1%の減少率を示し，回復は全国より
も遅れている。福井県は，昭和48年～昭和52年には4.5%の減少率，昭和52年の対前年比100.6であ
り，どちらの指標でも全国に比べて回復が遅れている。
このような 3県別工業生産の回復状況の相違は，各県の工業構造の差違をあらわしている。
(2) 北陸3県別・産業中分類工業生産の回復状況
北陸3県別・産業中分類別工業生産の回復状況（表3-1）をみれば，次のことを指摘すること
ができる。
まず富山県で産業中分類別工業生産の回復状況をみれば，全国の回復状況を上回り，しかも第 1
次石油危機後のピーク水準（昭和49年1月～ 3月期）を上回って回復した業種は， 15業種中 5業種
である。そのなかて沼油・石炭はピーク比が45.5%，昭和52年の対前年比が125.2(25.2%増）できわ
fごって高い回復状況である。このことは昭和48年以降の世界的不況のきっかけとなった石油価格の
極めて大幅な上昇のためである。化学も医薬品製剤の好調を反映してピーク比47.1%，昭和52年の
対前年比20.5%増で回復力は大きい。しかし，化学は医薬品製剤を除くと依然としてピークを下回
り，回復は遅れている。その他，輸送機械はピーク比24.7%，昭和52年の対前年比11.4%増，食料
品はピーク比21.4%，昭和52年の対前年比5.9%増と回復している。富山県の特化業種である金属製
品はピーク比一8.4%，昭和52年の対前年比5.3%減，繊維はピーク比－6.5%，昭和52年の対前年比2.7
%増であり，どちらの業種も回復状況は遅れている。
石川県では，全国の回復状況と北陸地域のピーク水準を上回って回復した業種は15業種中4業種
である。このなかで化学はピーク比20.1%，昭和52年の対前年比16.5%増で最も大きく回復してい
る。次いで，木材・木製品の回復が大きく，ピーク比24.1%，昭和52年の対前年比9.3%増である。
食料品はピーク比8.3%，昭和52年の対前年比3.2%増であるが，回復は遅れている。一般機械はピ
ーク比一29.2%と低下を示し，停滞色を脱しないままの状況であるが，昭和52年の対前年比7.1%増
の回復状況は全国の回復状況（6.3%増）よりも上回っている。この他の業種の回復は表3-7の通
り遅れている。
福井県では15業種中 2業種中だけが全国の回復状況と北陸地域のピーク水準を上回って回復して
いる。このなかで精密機械はピーク比23.1%，昭和52年の対前年比10.0%増であるが，全国の回復
状況に比べれば未だに工業生産の回復は遅れている。福井県の特化業種である繊維はピーク比一3.2
%，昭和52年の対前年比4.5%増で全国の回復状況をやや上回っているにすぎない。この他の業種は
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図3-2 北陸3県別製造業生産指数（原指数）の推移 （昭和50年＝100)
指数
130 129.0富山県
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昭和49年 50 51 52 53 
資料表3-1により作成。
注 昭和49年～昭和53年の伸び（倍）は，富山県が1.11倍，
石川県が0.99倍，福井県が1.13倍，全国が1.09倍で
ある。
年次
図3-3-1 富山県の主要業種別生産指数（原指数）の推移（昭和50年＝100)
150 
140 
130 
120 
110 
100 
。
116. 7 
115.4 
昭和49年 50 
資料表3-1により作成。
51 52 '53 年次
第1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
図 3-3-2 石川県の主要業種別生産指数（原指数）の推移（昭和50年ニ100)
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資料表3-1により作成。
図3 3-3 福井県の主要業種別生産指数（原指数）の推移（昭和50年＝100)
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表 3-1の通り北陸地域のピーク水準を下回り，全国の回復状況よりもかなり回復が遅れている。
このように富山，石川，福井の 3県とも生産水準を高めて順調に回復する業種がみられる一方，
不況から仲々立ち直れない業種や不況がより深刻化する業種があらわれていることから，業種聞の
披行性が目立っている。このことは昭和49年～昭和53年の主要業種別生産指数（原指数）の推移を
みても明らかなことである。例えば， 3県の製造業平均よりも生産水準を高めている業種は富山県
では化学，石川県では繊維，福井県では機械であるにすぎない。 （以上，図 3-2，図 3-3-1,
図3-3-2，図 3-3-3，参照。）
第4節 北陸地域の工業構造の現状
前節では，第 1次石油危機を契機として起きた不況とその後の工業生産の回復状況を明らかにし
た。この節では，北陸3県の工業生産の回復過程において工業の現状および工業環境の現状はどの
ようになっているのかを検討することが主眼である。
この検討に当り，まず1.では，北陸地域における工業構造の現状分析を行う視点を明らかにする。
2.では，北陸地域における工業の概要を説明する。 3.では，工業の現状を検討するために，就業構
造の現状を検討する。 4.では，生産構造の現状を検討する。 5.では，工業開発推進のための自然環
境に関する要因の現状を検討する。 6.では，工業開発推進のための経営環境に関する要因の現状を
検討する。 7.では，地場産業開発に関する要因の現状を検討する。以下ではこれらのことについて
順次説明する。
1. 北陸地域の工業構造の現状分析を行う視点
前節で明らかにしたことを踏まえて北陸地域が京浜地域，東海地域，阪神地域，北九州地域など
の既成の大工業集積地域や日本海沿岸諸地域との関連を深めながら独自の工業構造の高度化と多様
化（多層化）を図り，それによって工業開発ひいては地域開発を強力に推進するためには，北陸地
域に根ざした産業活動の展開のなかで製造業（工業）の現状と特色をできる限り的確に把握する必
要がある。このことは工業構造の問題点を抽出し，指摘する際の前提ともなる重要なことである。
この場合にはさまざまな発想や方法があるであろうが，北陸地域の特性に応じた地域経済の展開
と工業の現状分析に重要な方法としては，大別して既存資料にもとづく現状分析と工業に関するア
ンケート調査による現状分析という 2つの方法がある。後者の方法はここでは用いていない。前者の方法
は，北陸地域あるいは北陸3県別の工業の現状と問題点を既存資料を通じて総合的多角的視点から
把握できるという点に特色がある。
この方法による工業構造の現状分析に当っては，少なくとも次の 9つの観点から具体的に検討す
ることができる。
(1) 北陸地域の工業の概要を第 l次石油危機前後から昭和53年までの期間で把握する。
(2) 昭和48年秋の第 l次石油危機（オイル・ショック）後の北陸地域における工業構造の変化お
よぴ工業生産の回復状況を検討する。
第 1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
(3) 北陸地域とりわけ 3県の就業構造の現状を検討する。
(4) 3県の生産構造の現状を多角的視点から検討する。
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(5) 工業政策，工業開発，地域開発などの観点において重視された工業立地因子を基礎とした工
業開発推進のための自然環境に関する要因の現状を検討する。
(6) 第1次石油危機後の不況のため激変した工業構造の質的転換に必要な「創造的知識集約型」
工業の経営環境に関する要因の現状を検討する。
(7) 地場産業の開発推進に関する要因の現状を検討する。
(8) 第1次石油危機後の現状における工業立地因子の評価を検討する。
(9) 従来の工業立地誘導政策，工業再配置計画，工業団地開発政策，さらには第 1次石油危機（昭
和48年秋）後の昭和52年11月に策定された「第 3次全国総合開発計画」やその他の国レベルの
全体計画や北陸3県の総合開発計画とも関連した高次の工業開発の機能を発揮し，工業開発の
基本的方向を示すために必要な国レベルや地方自治体レベルの計画を列挙し，主な計画の特色
を明示し，問題点を指摘する。
このような少なくとも 9つの視点から総合的かつ多角的に北陸地域の工業構造の現状を以下にお
いて検討する。第5節の「北陸地域の工業構造の問題点」も同じ 9つの視点から抽出し，指摘する。
9つの視点は，北陸3県が抱える工業構造のさまざまな問題点を具体的に明らかにするのに役立つ
からである。
現状分析の期間は，原則として昭和48年秋の第 1次石油危機後の不況からょっゃく立ち直ってき
た現在までの時期，すなわち，昭和49年～昭和52,53年の4～5年間を対象期間とする。昭和54年
の第 2次石油危機については また，昭和55年後半の景気のかげりなどについては，諸資料がまだ
未発行のため触れていない。
現状分析の対象地域はもちろん北陸3県であるが， 3県の工業構造の現状とその位置づけを明確
にするために，先進県（例えば，千葉県，静岡県，広島県など）と比較するという分析方法が考え
られる。しかし，小論ではこの方法は用いていない。
現状分析の手法は，単純な記述式手法として時系列分析を用いる。産業連関分析やその他の計量
分析の手法は用いていない。そのため，昭和60年や昭和65年などへの展望と予想分析は，小論では
行っていない。
2. 北陸地域の工業構造の現状分析
1.において示した北陸地域の工業構造の現状を分析する 9つの視点にもとづいてその現状を分析
し，検討する。
(1) 工業の概要
北陸地域は，表4-1の通り，昭和53年10月1日現在，全国377,618km2の3.4%にあたる面積（富
山県4,252km＇，石川県 4,196km＇，福井県 4,189km＇）に 298万人と全国の2.6%の人口を擁している。
また，昭和52年の北陸地域内純生産額（要素費用表示）で産業構成をみれば，第 1次産業6.4%（全
国4.7%），第 2次産業37.0% （全国34.4%），第 3次産業56.6%（全国60.9%）と全国に比べ第3次
産業が低く，第 1次・第 2次産業の比重が高い。特に製造業は26.8%で全国の27.0%とほとんど同
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県別 年次・項目 事業所数 従業者数 製造品出荷額等 付加価値額 工業生産指数 工業純生産額 総 人 口 工業就業人口（昭和50年＝100)
昭和 49 年 6,080 147,985 150,980,739 51,402,481 116. 7 366, 104 1,064,139 45年 155,939 
富 52 6,209 140,372 183,141,611 55,215,483 120.5 427,346 1,085,710 50年 156,090 
53 6,317 139,836 193,418,028 61,447,694 129.0 452,007 1,091,993 
山 伸ぴ（倍） 1.04 0.94 1.28 1.20 1.11 1.23 0.97 1.00 
52年の対全国比 0. 9 1.3 1.2 1.2 0.01 0.95 50年対全国比 0.6
昭和 49 年 14,497 135,016 90,833,342 37,340,052 121.4 264,487 1,049,243 45年 146,975 
石 52 14,709 126,513 103,991,508 41,737,733 112.3 326,262 1,091,519 50年 137,302 
53 15,174 127,777 114, 102,461 47,386,656 120.1 359,731 1,100,512 
Jl 伸ぴ（倍） 1.05 0.95 1.26 1.27 0.99 1.36 1.05 0.95 
52年の対全国比 2.1 1.2 0.7 0.9 0.00 0.96 50年対全国比 0.5
昭和 49 年 9,598 109,420 70,646,743 21,031,650 109.7 203,904 765,054 45年 122,456 
福 52 9,638 104,817 85,938,445 21,519,124 119.1 260,209 783,901 50年 117' 718 
53 10,219 106,359 91,892,229 23,894,774 124.2 787,589 
井 伸ぴ（倍） 106 0.97 1.30 1.14 1.13 1.03 0.96 
52年の対全国比 1.4 1.0 0.5 0.5 0.00 0.69 0.4 
昭和 49 年 30,175 392,421 312,460,824 109,774,183 115.9 804,495 2,878,436 45年 428,370 
ヰ七 52 30,556 371,702 373,071,564 118,472, 340 117.3 1,013,817 2,961,130 50年 411, 110 
53 31, 710 373,972 399,412,718 132,729,124 124.4 2,980,094 
陸 伸ぴ（倍） 1.05 0.95 1.28 1.21 1.10 1.04 0.97 
52年の対全国比 4.4 3.4 2.6 2.5 0.02 2.61 50年対全国比
全 昭和 49 年
697' 143 11,502,497 12,757,428,400 4,487,785,400 112.4 3,195,300,000 110' 049' 000 45年24,293,630
52 713,741 10,862,326 15,656,682,800 5,223,722,600 115. 7 4,119,540,000 114, 154,000 50年27,689,393
伸び（倍） 1.02 0.94 1.23 1.16 1.09 1.29 1.04 1.14 
国 増減率 2.4 企 5.6 22.7 16.4 28.9 3.7 50年対全国比14.0
北陸地域の工業（製造業）の概要一一3県別事業所数，従業者数，製造品出荷額等，付加価値額，工業生産指数，工業純生産額および工業就業人口／単位所，
l万円， % 
表4-1
経済企画庁調査局，『経済要覧J,1979年。北陸財務局，『北陸経済統計年報j，昭和51年10月，昭和54年10月，により作成。
従業者9人以下の事業所の付加価値額は粗付加価値額表示である。付加価値額は，全国と石川県のみ全事業所のものであり，富山県と福井県は従業者30人以上の事業
所のものである。但し，昭和49年の富山県と福井県の付加価値額は従業者20人以上の事業所のものである。
付加価値額二生産額ω－原材料使用額等（周一製造品出荷額に含まれる内国消費税額（ο－減価償却額（防
組付加価値額＝製造品出荷額一（B）一（C)
伸び（倍）は昭和53年÷昭和49年である。
昭和53年は早期推計であり，総人口は各県人口推計である。昭和53年10月1日現在の全国の人口は115,206,964人である。
資料
注l.
2 
3 
じ比重である。
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このような地域特性をもっ北陸地域の工業動向をみれば，製造業の工業生産は昭和48年秋の第 1
次石油危機後立ち直ってきているが，昭和53年は前年の著しい回復に比べて緩やかな伸びにとどま
り，業種聞の披行性も一層拡大した。昭和50年を100とした昭和53年の工業生産指数は124.4で，昭
和49年の115.9に比べ1.1倍伸びて，全国の115.7に比べて高くなっている。工業就業人口は昭和45年～
昭和50年の国勢調査では0.97倍の伸びでやや減少した。昭和53年の事業所数は31,710事業所で全国
の4.4%，従業者数は373,972人で全国の3.4%，製造品出荷額等は 3兆9,941億2,718万円で全国の2.6
%，付加価値額は 1兆3,272億9,124万円で全国の2.5%をそれぞれ占めている。しかし，昭和49年に
対する昭和52年の変化率でみれば，製造品出荷額等は19.4%で全国の22.7%を下回り，付加価値額
も7.9%で全国の16.4%の半分以下である。 （以上，表4-1。）
北陸地域の 3県別工業の概要は以下の記述の随所で示すことができる。
(2) 就業構造の現状
第1次石油危機後の工業構造の変化と工業生産の回復状況は，就業構造の実態にも明確にあらわ
れているから，就業構造の特色を把え，事業所数および従業者数の変化を検討する必要がある。
1) 就業構造の特色
富山県の就業構造の構成比をみれば，表4-2の通り，昭和40年時点では，第 2次産業31.1%（全
国32.4%，静岡35.9%）と全国に比べて第 2次産業の就業率は低率で、あったが，昭和50年までの推
移のなかでは相当急激に変化してきている。第 2次産業のうち製造業の構成比は，昭和40年の23.5
%から昭和50年の27.9%へと全国に比べて高まっている。全国の製造業の構成比に対する富山県の
製造業の構成比の割合すなわち特化係数では，昭和40年の0.96から昭和50年の1.12へと高まってお
り，富山県は全国に比べて工業化を中心に製造業の伸びは顕著で、あることがわかる。この工業化の
進展は同時に第 3次産業の構成比を昭和40年～昭和50年の11年間には27.5%も上昇させている。こ
の11年間の全国は30.1%の上昇を示して富山県以上に進行し，第 3次産業の構成比は51.9%であり，
就業者の過半数が第 3次産業に就業する構造となっている。
石川県は，昭和40年時点では，第 2次・第 3次産業中心の就業構造であるが，第 2次産業の構成
比は31.5%で全国に比べて低かった。しかし，昭和50年までの推移のなかでは製造業の構成比は，
昭和40年の24.8%から昭和50年の25.5%へと高まったが，この伸び率7.6%は全国(13.3%）に比べ
れば低い。また，石川県の特化係数は昭和40年の1.01%から昭和50年の1.02へと変っていない。
福井県は，昭和40年時点では，富山県と類似した就業構造であり，第 2次産業の構成比は33.4%
で全国に比べて高かったが，昭和50年までの推移のなかでは急激な変化がみられる。製造業の構成
比は，富山，石川両県とは異なり昭和40年以降全国を上回っている。製造業の特化係数も昭和40年
の1.05から昭和50年の1.15へと高まっている。 （以上，表4-2。）
このような昭和40年～昭和50年間の就業構造の変化は，昭和50年以降においてもみられ，製造業
の構成比は上昇している。この就業構造の特色は所得構造においてより一層顕著な結果となってあ
らわれている。製造業の所得構造すなわち要素費用表示の県内純生産額をみれば，富山県では昭和
50年には30.9%，石川県では23.2%，福井県では27.1%とそれぞれ昭和40年に比べて増加したこと
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K 就業構造 所 得 構 造県 総 数 第l次産業 第2次産業 製造業 第3次産業 総 額 第l次産業 第2次産業 製造業 第3次産業~IJ 実 数構成比実 数構成比実 数構成比実 数構成比実 数構成比 実数 構成比 実数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比 実 数 構成比
昭和40年 543,846 100.0 170 ,49 31.3 169' 146 31.1 128,000 23.5 203 '973 37 .6 246,335 100.0 83 '01 3. 7 85,020 34.5 123,304 31.8 
富 45 576,412 100.0 141,310 24.5 201,607 35.0 15 '939 27 .1 233 ,457 40.5 542'105 100.0 45, 768 8.4 229,270 42 .3 158,016 29 .1 290,865 49 .3 
50 560 ,40 100 .0 8, 779 15 .8 211,487 37. 7 156,090 27 .9 260'134 46.5 1, 148 ,278 100.0 79 ,46 6. 7 489 ,77 41.0 355,046 30.9 624,310 52 .3 
山 52 566,000 100.0 69,000 12 .2 219 ,00 38.7 278,000 49 .1 1,404'126 100.0 85 ,948 5 .9 591, 519 40.5 427 ,346 30 .4 782,957 53 .6 
~o～5伴の榔韓 3.0 ~ 47 .9 1.14 25.0 1.10 1.12 27 .5 0. 90 366.1 企 4.3 1. 29 476.1 1.16 1.14 406.3 0.88 
昭和40年 513,883 100.0 147 ,828 28.8 162,219 31.5 127' 614 24.8 203 ,836 39. 7 100.0 
石 45 545'127 100 .0 120 ,03 2 .0 184 ,535 3 .9 146 '975 27 .0 240 ,275 4 .1 531,334 100 .0 40 ,058 7 .5 198 ,029 37 .3 155,189 29 .2 293 ,247 5 .2 
50 538' 15 100.0 75 ,57 14 .1 186 ,364 34 .6 137 ,302 25 .5 276,234 51.3 1, 165 '940 100.0 78 ,254 6. 7 374,053 32 .1 270 ,359 23 .2 636 '385 61.2 
）｜！ 52 1,410,298 100 .0 84,347 5.8 454,676 31.5 326' 262 23 .1 904,957 62 .7 
~o～5畔の犠癖事 4.7 • 48.9 1. 01 14 .9 1. 01 7. 6 1. 02 35.5 0. 9 1. 29 0. 91 0.85 1. 03 
昭和40年 401,262 100.0 125' 124 31.2 133 '979 3 .4 103 '906 25 .9 141,868 35 .4 161,969 100.0 26 ,282 16 .2 56,258 34.7 38,304 23 .6 7 ,429 49 .1 
福 45 418,863 100.0 10 '585 24.0 153 ,62 36.7 122,456 29 .2 164,358 39 .3 347 '746 100.0 37 ,697 10.8 132,364 38 .1 100 '92 29 .0 177 ,685 51.1 
50 409 '735 100 .0 6 ,856 16 .3 158 '232 38 .6 117 '718 28. 7 178,915 45 .1 792 ,35 100.0 63 '398 7. 7 294,090 35 .5 215,061 27 .1 469,875 56 .8 
井 52 409' 145 100.0 66,430 16 .3 158, 720 38.9 28.9 183' 995 44.8 972,404 100.0 70 '920 7 .0 356,661 35 .1 260' 209 26 .8 587 ,07 57 .9 
~o～5伴の機解 2 .1 企 46.6 1.17 18 .1 1.13 13.3 1.15 26 .1 0. 32 389.2 141.2 1.48 422.8 1. 01 461.5 0.99 491.6 0. 95 
昭和40年 47,530,000 100 .0 11,000 ,00 24.6 15 ,240 ,00 32 .4 11,680,000 24.6 21,290 ,00 43 .0 251,649 100 .0 29 ,263 11.6 89 ,946 35 .7 69 ,640 27 .7 132 ,40 52 .7 
全 45 52' 235 '264 100 .0 10,074,523 19 .3 17 ,827 ,260 34.2 13,682,206 26 .3 24 '293 ,630 46 .5 514 ,459 100.0 32'144 6 .2 217,509 42.3 169 '538 3 .0 284'139 51.5 
50 53,140,818 100.0 7 ,353,872 13 .9 18,097 ,553 34.2 13,236,458 25 .0 27 ,689 '393 51.9 1,254 '790 100.0 69 '746 5 .2 467 ,893 35 .2 340,808 27 .2 790,469 59 .6 
国 52 53 ,470 ,00 100.0 6,370,000 11.9 18,520,000 34.6 13,310,000 28,580,000 53 .5 1,528,483 100 .0 76 '307 4.7 554' 579 34.4 411,954 27 .0 980,417 60.9 
~o～5停の増幅捧 11.8 • 3 .1 18.8 13 .3 30 .1 398.6 138.3 420.2 389.4 496.9 
億円，全国百万円，人，（単位北陸3県別・就業構造の変化（15才以上就業者数）および所得構造の変化（要素費用表示の県内純生産）表 4-2
資料 総理府統計局，『国勢調査報告j，昭和40年，昭和45年，昭和50年；北闘機局理財部経済調査試『北陸経済統計年報J，昭和42年，昭和47年，昭和52年，昭和54年各10月；経
済企画庁経済研究所， 『県民所得統計年報』，昭和55年版；同，『就業構造基本調査報告j，昭和53年；石川県，福井県，富山県の各統計調査課，『富山県民所得報告
書J，『石川県民所得J，『県民所得統計j（福井），昭和40年，昭和45年，昭和50年，昭和52年により作成。
分類不能の産業の実数と構成比は除いている。推計方法の変更により遡及修正を行っている（新SA N数値）。
昭和52年の北陸の純生産額構成比は第 1次産業 6.4%，第2次産業37.0%（製造業26.8%), 第3次産業56.6%である。
各県の増減率の行と構成比の列が交叉する欄の数値は昭和50年の「特化係数」である。
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北陸3県別・産業中分類別事業所数（全事業所）の増減率と従業者数の増減率
県 ~iJ 富 山 石 JI 福 井
l記更 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数昭和49年昭和53年増減率 昭和49年昭和53年増減率 昭和49年昭和53年増減率 昭和49年昭和53年増減率 昭和49年昭和53年増減率 昭和49年昭和53年増減率
製造業総数 6,080 6,317 3.9 147, 985 139,836 • 5.5 14,497 15, 174 4.7 135,016 127, 777 企 5.4 9,598 9,638 0.4 109,420 106,359 企 2.8
総数平均値 304.0 315.9 3.9 7 ,399 .3 6,991.8 • 5.5 690.つ 722.6 4.7 6 ,429 .3 6 ,084 .6 企 5.4 457 .0 459.0 0.4 5,210.5 5,064. 7 企 2.8
食 料 ロロ 886 897 1.2 10, 758 10 ,863 1.0 990 1,078 8.9 8,873 10,080 13.6 790 788 企 0.3 5,561 6,058 8.9 
繊 維 456 475 4.2 19 ,343 17 ,852 • 7.7 6,699 6,606 企 0.9 49,333 43,259 企12.3 4,499 4,390 企 2.4 47, 138 43,039 • 8.7 
衣 ~~ 173 229 32.4 2,809 4,248 51.2 350 403 15 .1 6, 147 7 ,286 18.5 269 376 39 .8 5,086 6,425 26 .3 
木材・木製品 611 569 企 6.9 7, 153 5, 597 A21.8 804 769 企 4.4 5,588 4,799 企14.1 595 608 2.2 5,290 4,520 Al4.6 
家具・装備品 389 371 • 4.6 2,966 2,841 企 4.2 534 658 23.2 2,398 2,726 13. 7 357 396 10.9 2,447 2,599 6.2 
パルプ・紙 179 194 8.4 5,651 5, 101 • 9.7 147 171 16.3 1,831 1, 911 4.4 247 251 1.6 2,897 2,936 1.3 
出版・印制 288 330 14.6 3, 790 3,958 4.4 389 457 17.5 4,236 4,469 5.5 177 202 14.1 1,610 1,851 15 .0 
イじ 十Aι 159 131 Al7.6 11, 580 10, 149 Al2.4 18 30 66. 7 511 765 49.7 37 33 企10.8 5,089 3,593 企29.4
石油・石炭 14 14 0.0 270 287 6.3 11 12 9 .1 147 109 企25.9 4 7 75.0 27 38 40.7 
ゴム製品 16 17 6.3 1,050 971 • 7.5 7 14 100.0 57 116 103.5 7 5 企28.6 176 129 A26.7 
皮 革 13 9 企30.8 197 227 15.2 4 6 50.0 32 χ χ 3 8 166. 7 69 126 82.6 
窯業・土石 254 253 企 0.4 5,457 4,984 • 8.7 712 703 • 1.3 7,792 6,586 企15.5 236 269 14.0 3,630 3,686 1.5 
鉄 鋼 93 120 29.0 6,985 6,085 Al2.9 97 110 13 .4 1,855 1,674 企 9.8 62 66 6.5 729 586 企19.6
非鉄金属 272 277 1.8 16,258 15, 757 • 3.1 34 41 20.6 304 300 企 1.3 19 16 企15.8 616 458 企25.6
金属製品 861 925 7 .4 15, 149 14' 901 • 1.6 787 861 9.4 5,414 6,001 10.8 341 418 22.6 3,217 3,195 企 0.7 
一般機械 559 612 9.5 17 ,371 14, 982 企13.8 1,285 1,342 3.0 24 ,485 20,202 企17.5 395 395 0.0 5,230 4,032 企22.9
電気機械 142 179 26.l 6, 758 7,867 16.4 123 167 35.8 6,586 6,633 0. 7 116 143 23.3 9, 114 9,568 5.0 
輸送機械 111 117 5.4 5,865 5,153 企12.l 169 188 11.2 2, 759 2,684 企 2.7 60 57 企 5.0 560 494 企11.8
精密機械 5 6 20.0 297 293 • 1.3 13 11 企15.4 88 67 企23.9 771 836 8.4 6,316 7 ,521 19. l 
そ叫血の製造業 599 592 企 1.2 8,278 7 ,720 企 6.5 1,354 1,564 15.5 6,580 8,052 22.4 613 633 3.3 4,618 5,483 18. 7 
人）所，（単位
表 4-3
表 3-3により作成。通産大臣官房調査統計部，『工業統計表（企画編）J, 
昭和49年＝ 1とする。 企印は減少率を示している。
資料
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昭和54年，により作成。昭和52年。同，『工業統計概数表』，（昭和49年版），
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工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
から，就業構造よりも所得構造では一層明らかなものとなっている（表4-2）。
2) 事業所数
まず，富山県の事業所数（全事業所）の推移をみれば，昭和53年12月31日（以下昭和53年末とす
る。）現在の事業所数は6,317事業所で昭和49年に比べて37事業所（3.9%増），昭和52年に比べて108事
業所（1. 7%増）の増加となった（全国は2.4%増）（表4-3）。
① 産業中分類別では，前年（昭和52年）に比べて繊維関連工業の増加が目立った。増加した業
種は，衣服の26事業所増（12.8%増）を筆頭に出版・印刷23事業所増（3.5%増），その他の製造業
20事業所増（3.5%増）などの13業種である。一方，減少した業種は，家具・装備品の20事業所減（5.1
%減）が最も多く，次いで金属製品12事業所減（1.3%減）などの6業種である。
事業所数の多い順に上位 5業種をみれば（表4-4），昭和52年順位と変らず，金属製品925事業
所（構成比14.6%），食料品897事業所（同14.2%），一般機械612事業所（同9.7%），その他の製造
業592事業所（同9.4%），木材・木製品569事業所（同9.0%）である。これらの 5業種の3,595事業
所が製造業に占める構成比は56.9%で昭和52年に比べて0.3%減少したが， 5業種の事業所数は昭和
52年に比べて42事業所（1.2%増）増加した。
② 従業者規模4階級別では，小企業（ 1人～29人）の増加が目立ち， 昭和53年末の事業所は5,576
事業所（構成比88.3%）で昭和49年に比べて266事業所（5.0%増），昭和52年に比べて114事業所（2.1
%増）増加し，微増傾向にある（全国の昭和49年の対昭和52年比は5.0%増）。中企業（30人～99人）
は519事業所（同8.2%）で昭和49年と変らず昭和52年に比べて 2事業所（0.4%減）減少し，微減傾
向にある。従業者規模表示によるもつ 1つの中企業（100人～209人）は161事業所（同2.5%）で昭
和49年に比べて18事業所（10 .1%減），昭和52年に比べて 2事業所（1.2%減）減少したが，微増傾
向にある。大企業（300人以上）は61事業所（同1.0%）で昭和49年に比べて 9事業所（15. 3%減），
昭和52年に比べて 2事業所（3.2%減）減少した。
昭和49年～昭和53年の推移では，従業者規模4階級別事業所数の構成比には大きな変化はみられ
ない。
石川県では，昭和53年末の事業所数は 3県のなかで最も多く， 15,174事業所で昭和49年に比べて
677事業所（4.7%増），昭和52年に比べて465事業所（3.2%増）の増加となった（表4-3）。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて16業種が増加した。そのなかでもその他の製造業（漆器
など）の1,489事業所（121. 7%）と一般機械の1,483事業所 (121.7%）の増加が目立った。繊維は
438事業所（6.7%増）の増加であるが，構成比では昭和52年に比べて43.5%と1.2%減少した。一方，
減少した業種は，輸送機械10事業所（5.1%減），化学3事業所（9.1%減），ゴム製品 3事業所（17.6
%減）の3業種である（表4-3）。
事業所数上位5業種は，昭和52年順位と変らず，繊維7,009事業所（構成比43.5%），その他の製
造業2,917事業所（同10.3%），一般機械2,702事業所（同8.7%），食料品1,078事業所（同7.1%), 
金属製品861事業所（同5.7%）である。これらの業種の14,567事業所が製造業に占める割合は実に
75.3%に達しており，昭和52年に比べて製造業全体は3.2%の増加であるのに，31.1%も増加している。
② 従業者規模4階級別では，小企業だけが増加した。昭和53年末の小企業の事業所数は14,604
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全国百万円）ぃ： 事 業 所数 ぶ： 従 業 者 数県 JI慎 )I頂昭和52年 昭和 53 年 昭和52年 昭和 53 年~Ij 位 位実数構成比 実数 増減数 構成比増減率 実数 構成比 実数 増減数 構成比 増減率
1 金属製品 937 15 .1 925 A 12 14.6 企 1.3 1 繊 維 17 '940 12.8 17 ,852 A 88 12.8 企 0.5
富
2 食料品 885 14.3 897 12 14.2 1.4 2 非鉄金属 15 ,430 11.0 15 '757 327 11.3 2 .1
3 一般機械 599 9.6 612 13 9.7 2.2 3 一般機械 15,196 10.8 14, 982 A 214 10. 7 A. 1.4 
4 その他の製造業 572 9.2 592 20 9.4 3.5 4 金属製品 14, 901 10.6 14, 901 。10. 7 0.0 
5 木材・木製品 560 9.0 569 9 9.0 1.6 5 食 料 日ロ日 10, 719 7.6 10,863 144 7.8 1.3 
山
上位5業種合計 3,553 57.2 3,595 42 56.9 1.2 上位5業種合計 74,186 52.8 74, 355 169 53.3 0.2 
製造業総数 6,209 100.0 6,317 108 100.0 1. 7 製造業総数 140,372 100.0 139 ,836 A 536 100.0 企 0.4
1 繊 維 6,571 44.7 7 ,009 438 43 .5 6. 7 1 繊 維 43 '907 34. 7 43, 259 A 648 33.9 A 1.5 
石
2 その他の製造業 1,428 9. 7 2, 917 1,489 10.3 104.3 2 一般機械 20,202 16.0 20, 202 。15.8 0.0 
3 一般機械 1,219 8.3 2, 702 1,483 8. 7 121.7 3 食 料 日ロ日 9,827 7 .8 10,080 253 7.9 2.6 
4 食 料 ロロ 1,046 7 .1 1,078 32 7 .1 3.1 4 その他の製造業 7,360 5.8 8,052 692 6.3 9.4 
5 金属製品 844 5. 7 861 17 5. 7 2.0 5 衣 n~ 6,742 5.3 7,286 544 5. 7 8.1 
）｜ 
上位5業種合計 11, 108 75.5 14,567 3,459 75.3 31.1 上位5業種合計 88,038 69.6 88' 879 841 69 .6 1.0 
製造業総数 14, 709 100.0 15,174 465 100.0 3.2 製造業総数 126,513 100.0 127 '777 1,264 100.0 1.0 
1 繊 維 4,354 45.2 4,390 36 43.0 0.8 l 繊 維 43,156 41.2 43,039 企 117 40.5 A 0.3 
福
2 精密機械 836 8. 7 1,005 169 9.8 20.2 2 電気機械 9,347 8.9 9,568 221 9.0 2.4 
3 食料品 785 8.1 788 3 7. 7 0.4 3 精密機械 7' 115 6.8 7,521 406 7 .1 5.7 
4 その他の製造業 633 6.6 786 153 7.7 24.2 4 衣 H~ 6,006 5.7 6,425 419 6.0 7.0 
5 木材・木製品 580 6.0 608 28 5.9 4.8 5 食 料 日口日 5,960 5.7 6,058 98 5. 7 1.6 
井
上位5業種合計 7' 188 74.6 7,577 389 74.l 5.4 上位5業種合計 71,584 68.3 72 '611 1,027 68.3 1.4 
製造業総数 9,638 100.0 10, 219 581 100.0 6.0 製造業総数 104 ,817 100.0 106,359 1,542 100.0 1.5 
年 次 昭和51年 昭和 52 年概数 年 次 昭和51年 昭和 52 年概数
全 1 繊維 lll, 931 15.4 107' 187 企 4,744 15.0 企 4.2 1 電気機械 1,276,785 11.4 1,233,058 A 43, 727 11.4 A. 3.4 
2 金属製品 86,884 11.9 85 ,858 A. 1,026 12.0 A 1.2 2 食 料 口口 1,153,180 10.3 1,146,677 A 6,503 10.6 企 0.6
3 食 料 日口日 85,841 11.8 84,091 企 1,750 11.8 企 2.0 3 一般機械 1,080, 728 9.7 1,233,058 152, 330 11.4 14.l 
4 その他の製造業 60, 777 8.4 59, 993 A 784 8.4 A 1.3 4 輸送機械 934,464 8.4 922' 529 A 11,935 8.5 A 1.3 
国
5 一般機械 58,415 8.0 57 '767 A 648 8.1 企 1.1 5 繊 維 958,039 8.6 892,402 A 65,637 8.2 A. 6.9 
上位5業種合計 403,848 55.5 394,896 A 8,952 55.1 企 2.2 上位5業種合計 5,403, 196 48.4 5,427 '724 24, 528 50. l 企 0.5
製造業総数 727 ,427 100.0 713,741 企13'686 100.0 企 1.9 製造業総数 11, 173,842 100.0 10' 562' 326 企 311,516 100.0 企 2.8
万円，人（単位所，北陸3県別・産業中分類別上位5業種の対昭和52年の増減率および構成比（昭和53年）表 4-4-1
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表 3-3により作成。通産省，『昭和52年工業統計概数表j，昭和54年，により作成。資料
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表
I~ 製 1、血旦 ロロ 出 荷額等 I~ 付 加 ↑面 値 額県 )I債 )I国昭和52年 昭和 53 年 昭和52年 昭和 53 年5JI 位 位実数 構成比 実数 増減数 構成比増減率 実数 構成比 実数 増減数 構成比 増減率
1 非鉄金属 38, 867, 599 21.2 40,747,710 1,880,111 21.1 4.8 1 非鉄金属 13,524, 726 24.5 15,090,132 1, 565 ,406 24.6 11.6 
昌
2 金属製品 16, 834, 767 9.2 19,721,047 2,886,280 10.2 17 .1 2 金属製品 7,001,271 12.7 8,318,541 1,317,270 13.5 18.8 
3 化学 18,858,891 10 .3 19,074,176 215,285 9.9 1.1 3 化 学 7 ,657 ,800 13.9 8,169,772 511, 972 13.3 6.7 
4 繊 維 15, 135 ,041 8.3 16,884,313 1, 749 ,272 8.7 11.6 4 繊 維 3, 823, 157 6.9 5, 784, 152 1, 960, 995 9.4 51.3 
5 一般機械 4,376,198 7.8 14, 987 ,540 611,342 7. 7 4.3 5 一般機械 4,929,081 8.9 5,242,085 313,004 8.5 6.4 
山
上位5業種合計 104, 072, 496 56.8 111,414, 786 7,342,290 57 .6 7 .1 上位5業種合計 36,936,035 66.9 42, 604, 682 5, 668, 647 69.3 15.3 
製造業総数 183, 141, 611 100.0 193,418,028 10,276,417 100.0 5.6 製造業総数 55,215,483 100.0 61,447 ,694 6, 232, 211 100.0 11.3 
1 繊 維 29, 583, 771 28.4 30, 738,063 1,154,292 26.9 3.9 l 繊 維 11, 243 ,400 26.9 12, 718,092 1,474,692 26.8 13 .1 
石
2 一般機械 25,343, 921 24.4 29, 976, 111 4,632, 190 26.3 18.3 2 一般機械 10, 136,421 24.3 12,104,590 1,968,169 25.5 19.4 
3 食料品 9,172,131 8.8 10 ,007, 562 835,431 8.8 9 .1 3 食 料 日口日 3,741,338 9.0 3,920,691 179 ,353 8.3 4.8 
4 窯業・土石 5, 165,350 5.0 5 ,971,288 805, 938 5.2 15.6 4 窯業・土石 2,413,881 5.8 2, 721, 244 307,363 5. 7 12. 7 
5 その他の製造業 4, 723,592 4.5 5,471,410 747,818 4.8 15.8 5 その他の製造業 l, 986, 785 4.8 2,431,205 444,420 5 .1 22.4 
｝｜ 
上位5業種合計 73,988,765 71.1 82,164,434 8, 175, 669 72.0 11.0 上位5業種合計 29 , 521 , 825 , 70. 7 33 ,895,822 4,373,997 71.5 14.8 
製造業総数 103, 991, 508 100.0 114,102,461 10, 110, 953 100.0 9. 7 製造業総数 41, 737, 733 100.0 47, 386, 656 5, 648, 923 100.0 13.5 
1 繊 維 31, 702 ,545 36 .9 34, 553 ,852 2 ,851,307 37 .6 9 .0 l 繊 維 8,247,566 38 .3 9 ,569 ,982 1,322,416 40.l 16.0 
福
2 電気機械 8,078,933 9.4 9,082,492 1,003, 559 9.9 12.4 2 電気機械 2,836, 730 13.2 3, 112,249 275,519 13.0 9.7 
3 化学 7 ,087 ,848 8.2 6,673,358 .. 41,449 7 .3 .. 5.8 3 化 学 1,839 ,006 8.5 2,398,498 559 ,492 10.0 30.4 
4 その他の製造業 4, 185, 512 4.9 5, 189,495 1,003, 983 5.6 24.0 4 その他の製造業 1,094, 009 5.1 1, 188, 144 94, 135 5.0 8.6 
5 精密機械 4,885,377 5. 7 4,812,156 .. 73,221 5.2 企 1.5 5 精密機械 1,427 ,462 6.6 1,083,006 企 344,456 4.5 .&24.1 
井
上位5業種合計 55,940,215 65.1 60 ,311,353 4,371, 138 65.6 7 .8 上位5業種合計 15,444,773 71. 7 17 ,351,879 1, 907, 106 72.6 12.3 
製造業総数 85, 938 ,445 100.0 91,892,229 5, 953, 784 100.0 6.9 製造業総数 21,519,124 100.0 23 ,894, 774 2, 375, 650 100.0 11.0 
年 次 昭和51年 昭和 52 年概数 年 次 昭和51年 昭和 52 年概数
全 1 輸送機械 16,765,215 11.5 19 ,068,094 2,302,879 12.2 13. 7 電気機械 5, 439, 903 10.4 5,844,186 404,283 11.2 7.4 
2 食料品 17, 274, 232 11.9 18,591, 719 1,317 ,487 11.9 7 .6 2 輸送機械 5, 611,446 10. 7 5, 733, 739 122,293 11.0 2.2 
3 電気機械 13,671,500 9.4 15,054,814 1,383, 314 9.6 10.1 3 一般機械 5,384,941 10.2 5, 366, 221 .. 18, 720 10.3 企 0.3
4 鉄 鋼 12,475,077 8.6 13,134,981 659, 904 8.4 5.3 4 食 料 ロロ 5,490,200 10.4 5, 356 ,444 企 133,756 10.3 企 0.3
国
5 一般機械 11,616,019 8.0 12,688,529 1,072,430 8.1 9.2 5 ft ナ品ι 4,557,977 8.7 4,453, 229 企 104,748 8.5 .. 2.3 
上位5業種合計 71, 802 ,043 49.4 78,538,137 6, 736, 094 50.2 9.4 上位5業種合計 26 ,484 ,467 50.4 26,753,819 269 ,352 51.3 1.0 
製造業総数 145, 359, 070 100.0 156, 566, 828 11,207, 758 100.0 7. 7 製造業総数 52,551,059 100.0 52 ,237, 226 . 313,833 100.0 企 0.6
付加価値額は，従業者規模が30人以上である。
全国の従業者規模9人以下は粗付加価値額である。
注l
?
?
??????
?
?????
?????、〉?
?
?????
?
?
? ???
? ?
? 、
?
， ?? ? ? ? （ ? ）
表 4-4-3
：＇同産＼業類中別 項目＼・年＼次
付 加 価 値 額
県 Ji頃
昭和52年 昭和 53 年
5]1 位
実数 構成比 実数 増減数 構成比 増減率
l 非鉄金属 2, 176, 962 27 .8 1, 967' 164 企 209,798 23. 7 企 9.6
aまz・ 2 化 学 2,006,295 25.6 1, 347 ,634 .. 658,661 16.2 企32.8
昌 3 パルプ・紙 369,341 4. 7 742,500 373,159 8.9 101.0 
4 金属製品 363, 100 4.6 712,968 349,868 8.6 96.4 
5 食 料 日口日 205,399 2.6 560,429 355,030 6.8 172.8 
山
上位5業種合計 5, 121,097 65.3 5' 330' 695 209,598 64.2 4.1 
製造業総数 7 ,835,407 100.0 8,301,922 466,515 100.0 6.0 
1 一般機械 806,578 26.6 1, 111,391 304,813 30.4 37 .8 
石
2繊維 755,458 24. 9 817,819 62, 361 22.4 8.3 
3 窯業・土石 192,033 6.3 328,843 136' 810 9 .0 71.2 
4 食 料 ロロ 274' 333 9.0 261,568 企 12,765 7.2 .. 4. 7 
5 化 ナ品ん 169,344 5.6 232, 721 63,377 6.4 37 .4 
｝｜！ 
上位5業種合計 2, 197' 746 72.4 2, 752,342 554,596 75.4 25.2 
製造業総数 3 ,037 ,445 100.0 3,656,029 618, 584 100.0 20.4 
l 繊 維 1,151,869 33.5 908' 373 .. 243,496 30.1 企21.1
福
2 電気機械 580,018 16. 9 521,079 企 58,939 17 .3 企10.2
3化学 513, 982 15 .0 342,658 企 171,324 11.4 企33.3
4 窯業・土石 160,134 4.7 334, 729 174, 595 11.0 109.0 
5 その他の製造業 164,663 4.8 161,641 企 3,022 5.4 企 1.8
井
上位5業種合計 2' 570' 666 74.9 2,268,480 .. 302, 186 75.2 企11.8
製造業総数 3,436,474 100.0 3 '016 ,441 .. 420,033 100.0 企12.2
年 次 昭和51年 昭和 52 年概数
全 1 電気・輸送・精密機械 6,520 14.6 9, 149 2,629 22.6 40.3 
2鉄鋼 9, 744 21. 7 8,372 .1,372 20.7 企14.1 
3 化 学 5, 197 11.6 4,683 . 514 11.9 企 9.9
4 石油精製 2,554 5. 7 2,326 企 228 5.8 企 8.9
国
5 食 料 ロロ 1,479 3.3 1,686 207 4.2 14.0 
上位5業種合計 25,494 56.9 26,216 722 65.2 2.8 
製造業総数 44, 771 100.0 40,406 .4,365 100.。.. 9. 7 
ー?｜設備投資額は従業者規模が10人以上で、あり，建設仮勘定（従業者規模30人以上）
の増減を含む。
全国の設備投資額（単位億円）は，日本開発銀行調査部，『調査L昭和51年，昭和52年による。
注1.
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北陸3県別・従業者規模4階級別事業所数および従業者数（全事業所）の推移
県 従業者規模 9人（：：1%吋 30 ～ 9人（中企業） 100～ 299人（中企業） 300人以上 （大企業） 製造業総数4階級別
~IJ ぷi事業 構成比 従業 構成比 事業 構成比 従業 構成比 事業 構成比 従業 構成比 事業 構成比 従業 構成比 事業所数 構成比 従業者数 構成比所数 者数 所数 者数 所数 者数 所数 者数
昭和49年 5,310 87.4 40,277 27.3 519 8.5 26,964 18. 2 179 2. 9 28, 952 19.6 72 1. 2 51, 792 34.9 6,080 100.0 147' 985 100.0 
富 50 5,706 88.2 42,670 29.4 528 8.1 26,934 18.5 173 2.7 28, 720 19. 7 63 1.0 47 ,053 32.4 6,470 100.0 145,377 100.0 
51 5,601 88.0 42,886 30.0 533 8.4 27 .253 19.0 168 2.6 27 ,277 19.0 64 1.0 45,848 32.0 6,366 100.0 143' 262 100.0 
52 5,462 88.0 42,230 30.1 521 8.4 26,590 18.9 163 2.6 27 ,024 19 .3 63 1.0 44,528 31.7 6,209 100.0 140' 372 100 .0 
53 5,576 88.3 43,274 31.0 519 8.2 26,953 19 .3 161 2.5 26, 714 19 .1 61 1.0 42,895 30.6 6,317 100.0 139 ,836 100.0 
山
49～53年の
5.0 7.4 0.0 企0.04 .AlO.l . 7.7 企15.3 企17.2 3.9 企 5.5増減率
昭和49年 13,873 95. 7 69,346 51.2 469 3.2 23,575 17. 5 127 0.9 20' 133 15.0 28 0.2 21, 962 16.3 14,497 100.0 135 '016 100.0 
石 50 14 ,501 96.1 71,369 54.4 441 2.9 22,342 17 .0 116 0.8 18,345 14.0 23 0.2 19' 166 14 .6 15 '084 100.0 131, 222 100.0 
51 14,346 96.2 70,576 54.3 437 2.9 22,687 17 .5 103 0.7 16,619 12. 7 26 0.2 20' 130 15 .5 14,912 100.0 130,012 100.0 
52 14' 152 96.2 69,117 54.6 434 2.9 22,544 17.8 100 0.7 16' 292 12.9 23 0.2 18, 560 14. 7 14,709 100.。126' 513 100.0 
53 14,604 96.2 71,446 56.0 444 2.9 22,564 17 .6 104 0.7 16' 799 13.1 2 0.2 16 '968 13.3 15' 174 100.0 127 '777 100.0 
Jl 
49～53年の
5.3 3.0 企 5.3 . 4.3 企18.1 企16.6 企21.4 企2.7 4.7 . 5.4 増減率
昭和49年 9,015 94.0 49, 962 45.7 465 4.8 24, 199 22.1 80 0.8 13' 341 12.2 38 0.4 21, 918 20.0 9,598 100.0 109 ,420 100.0 
福 50 9,174 94.1 50,550 47 .1 449 4.6 22,680 21.1 86 0.9 14' 129 13.1 35 0.4 20, 143 18. 7 9, 744 100.。107' 502 100.0 
51 9,217 94.2 50,987 46.9 453 4.6 23,088 21.2 91 0.9 15' 717 14.4 34 0.3 19 ,061 17. 5 9,795 100.0 108,853 100.0 
52 9,076 94.2 49,911 47 .6 436 4.5 21, 982 21.0 93 1.0 15, 734 15.0 33 0.3 17' 190 16.4 9,638 100.0 104,817 100.0 
53 9,646 94.3 51,892 48.8 446 4.4 22,570 21.2 98 1.0 16,441 15 .5 29 0.3 15,456 14.5 10,219 100.0 106' 359 100.0 井
49～53年の
7 .0 3.9 企 4.1 企 6.7 22.5 23.2 £23.7 企29.5 6.5 企 2.8増減率
%） 人，所，（単位
表4-5
表 3ー 3により作成。資料
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事業所（構成比96.2%）で昭和49年に比べて731事業所（5.3%増），昭和52年に比べて452事業所（3.2
%増）の増加となった。中企業（30～99人）は444事業所（同2.9%）は昭和49年に比べて25事業所
(5.3%減）の減少となったが，昭和52年に比べて10事業所（2.3%増）増加した。従業者規模で分類
したもう 1つの中小企業（100～299人）の104事業所（同0.7%）も昭和49年に比べて23事業所（18.1 
%減）の減少となり，昭和52年に比べて 4事業所（4.0%増）の増加となった。きらに，大企業（300
人以上）の22事業所（同0.2%）も昭和49年に比べて 6事業所（21.4%減），昭和52年に比べて 1事
業所（4.3%減）減少した。
石川県でも昭和49年～昭和53年の推移では，従業者規模4階級別事業所数の構成比には大きな変
化はみられない。 （以上，表4-5。）
福井県では，昭和53年末の事業所数は10,219事業所で昭和49年に比べて581事業所（6.5%増），昭
和52年に比《て581事業所（6.0%増）増加した（表4-3）。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，精密機械169事業所（20.2%増）をは
じめ，その他の製造業153事業所（24.3%増），家具・装備品39事業所（10.6%増）などの16業種で
ある。一方，減少した業種は，ゴム製品の 3事業所（35.7%減），非鉄金属の 2事業所（11.1%）の
減少だけであった。（以上，表4-3。）
上位5業種は，繊維4390事業所（構成比43.0%），精密機械1,005事業所（同9.8%），食料品788事
業所（同7.7%），その他の製造業786事業所（同7.7%），木材・木製品608事業所（同5.9%）である。
これらの業種7,577事業所は，昭和52年に比べて5.4%増加し，製造業に占める割合は74.1%で昭和
52年に比べて0.5%減少した（表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，小企業は9,646事業所（構成比94.3%）で昭和49年に比べて631事
業所（7.0%増），昭和52年に比べて570事業所（6.3%増）増加した。中企業（100～299人）は98事
l業所（同1.0%）で昭和49年に比べて18事業所（22.5%増），昭和52年に比べて 5事業所（同5.4%)
増加した。中企業（30～99人）は446事業所（同4.4%）で昭和49年に比べて19事業所（4.1%減）減
少したが，昭和52年に比べて10事業所（2.3%増）増加した。
昭和49年～昭和53年の推移では，小企業の構成比が微増傾向にある反面，中企業（30～99人）が
微減傾向にある。 （以上，表4-5。）
3) 従業者数
昭和53年12月31日現在，富山県の従業者数は， 139,836人で昭和49年に比べて8,149人（5.5%減）
減少し，昭和52年に比べて536人（0.4%減）減少したが，これは昭和49年以降 5年連続の減少であ
る（表4-5）。全国は昭和52年の従業者数が10862,326人で昭和49年に比べて5.6%減少した。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて減少した業種は，輸送機械778人（13.1%減）が最も多
く，次いでその他の製造業310人（3.9%減），パルプ・紙236人（4.4%減），一般機械214人（1.4%
減），化学196人（1.9%減），鉄鋼189人（3.0%減），などの10業種である。一方，増加した業種は，
電気機械492人（6.7%増），非鉄金属327人（2.1%増），衣服316人（8.0%増），出版・印刷144人（3.8
%増）などの 9業種である（表4-3）。
従業者数上位5業種は，繊維17,852人（構成比12.8%），非鉄金属15,757人（同11.3%），一般機
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械14,982人（同10.7%），金属製品14,901人（同10.7%），食料品10,863人（同7.8%）の順であり，
この順位は昭和52年と同じである。これらの業種が製造業に占める割合は53.3%であり，製造業全
体の従業者数は536人（0.4%減）減少したのに， 5業種では逆に169人（0.2%増）増加した。（以上，
表4-4。）
② 従業者規模4階級別では，減量経営による大企業の減少が目立ち，昭和53年の従業者数は
42,985人（構成比30.6%）で昭和49年に比べて8,897人（17.2%減），昭和52年に比べて1,633人（3.7
%減）減少した。昭和49年に比べて，小企業は43,274人（構成比31.0%）で7.4%増加し，中企業（30
～99人）は26,953人（同19.3%）で微減し，中企業（100～299人）は26,714人（同19.1%）で7.7%
減少した（表4-5）。
昭和53年12月31日現在の石川県の従業者数は127,777人で昭和49年に比べて7,239人（5.4%減）減
少した。昭和49年から昭和52年まで連続4年間減少したが，昭和52年には1,264人（1.0%増）増加
した（表 4ー 3）。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，その他の製造業692人（9.4%増）を
はじめ，衣服544人（8.1%増），食料品253人（2.6%増），出版・印刷200人（4.7%増），金属製品177
人（3.0%増）などの日業種である。これに対して，減少した業種は，繊維が昭和52年の大幅減少1,738
人に続いて648人（l.5%減）で最も多く，次いで輸送機械149人（5.3%減），ゴム製品86人（42.6%
減）などの 7業種である（表4-3）。
従業者数上位5業種は，繊維43,259（構成比33.9%），一般機械20,202人（同15.8%），食料品10,080
人（同7.9%），その他の製造業8,052人（同6.3%），衣服7,286人（同5.7%）であり，これらの業種
の88,879人は昭和52年に比べて1.0%増加し，製造業に占める割合は69.6%で昭和52年と同じ割合で
ある。 （以上，表4-4。）
② 従業者規模4階級別では，昭和52年に比べて大企業と中企業 (lo～299人）の減少が目立っ
た。大企業は16,968人（構成比13.3%）で昭和49年に比べて22.7%，昭和52年に比べて8.6%とそれ
ぞれ減少し，中企業（100～299人）は16,799人（同13.1%）で昭和49年に比べて16.6%減少した。
中企業（30～99人）は22,564人（同17.6%）で昭和49年に比べて4.3%減少した。小企業は71,446人
（同56.0%）で昭和49年に比べて3.0%増加した（表4-5）。
昭和53年12月31日現在の福井県の従業者数は106,359人で昭和49年に比べて3,061人（2.8%減）減
少したが，昭和52年に比べれば1,542人（l.5%増）増加し，昭和49年から 1年毎に増減している
（表4-3）。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，その他の製造業664人増(13.8%増），
衣服419人増（7.0%増），精密機械406人増（5.7%増），電気機械221人増（2.4%増），一般機械179
人増（4.6%増）などの14業種である。反面，減少した業種は，化学584人減 (14.0%減），金属製品
165人減（4.9%減），繊維117人（0.3%減），パルプ・紙44人減（l.5%減）などの6業種である（表
4-3）。
従業者数上位5業種は，繊維43,039（構成比40.5%で過半数に近い。）， 電気機械9,563人（同9.0
%），精密機械7,521人（同7.1%），衣服6,425人（同6.0%），食料品6,058人（同5.7%）である。こ
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れらの業種の72,611人は昭和52年に比べて1.4%増加し，製造業に占める割合は68.3%で昭和52年と
同じである。 （以上，表4-3。）
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② 従業者規模4階級別では，昭和52年に比べて大企業の減少が目立ち，減量経営の一面がうか
がわれる。大企業は15,450人（構成比14.5%）で昭和49年に比べて29.5%，昭和52年に比べて10.1
%減少した。中企業（30～99人）は22,570人（同21.2%）で昭和49年に比べて6.7%減少したのに対
して，小企業は51,892人（同48.8%）で昭和49年に比べて3.9%増加し，中企業（100～299人）は16,441
人（同15.5%）で昭和49年に比べて23.3%増加した（表4-5）。
4) 事業所数（全事業所）の増減率と従業者数の増減率との相関
就業構造は事業所数の増減率と従業者数の増減率との相関をみることによって産業中分類別就業
状況をより一層明らかにすることができる 図4-1は表4-3によって昭和49年～昭和53年間の
両者の相関をみたものである。この図の原点に近い業種ほど事業所数の増減，従業者数の増減とも
微増あるいは微減にとどまっていることをあらわしている。この場合に該当する業種は安定的な状
態にあるとみなすことができる。他方では，この状態を停滞状態に陥っているとみなすこともでき
る。しかし，それは従来の業種による工業化の進展を発展状態とみなしているからである。そのよ
うな業種は，北陸地域全体や北陸3県別に存在する工業開発推進上の問題点を抽出し，検討するとい
う観点からみれば，工業の振興においてむしろ何らかの可能性を残していると読みとることもできる。
表4-6 北陸3県別・産業中分類別事業所数（全事業所）の増減率と従業者数の増減率との相関
；－；－一一一一どIJ ? ? 山 石 JI! 福 井
出版・印刷，
数の増減率がともに各県製精密機械， 金属製品， 石油・石炭， その他の製造石油・石炭， 皮革， 衣肱
造業の平均を上回る業種 輸送機械 業， 電気機械， 家具・装 その他の製造業， 家具・装
備品， 食料品， 出版・印 備品， パルプ・紙， 電気
刷， パルプ・紙， 非鉄金 機械， 窯業・土石， 金属
属， 金属製品， 輸送機械 製品
A 象限 5 業種 13 業種 11 業種
事業所数の増減率は各県製 石油・石炭， 非鉄金属， 食料品
造業の平均を上回るが，従 食料品， 家具・装備品，
業者数の増減率は下回る業 皮革 なし
種
B 象限 5 業種 1 業種
事業所数の増減率と従業者 窯業・土石， その他の製造 繊維， 木材・木製品， 繊維， 輸送機械， 化学，
数の増減率がともに各県製 業， 化学， 木材・木製品 窯業・土石， 一般機械， 一般機械， 非鉄金属，
造業の平均を下回る業種 精密機械 ゴム製品，
C 象限 4 業種 5 業種 6 業種
事業一誠一製｜繊維叩 ｜鉄鋼， 石油・石炭 ｜木材・木製品， 鉄鋼
造業の平均を下回るが，従 ノりレプ・紙， 一般機械，
業者数の増減率は上回る業鉄鋼
種
D 象限 5 業種 2 業種 2 業種
資料表3-3により作成。
注 昭和49年～昭和53年の 5年間の増減率を示している。図4-1参照。
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生産構造の現状は， 1) 生産額の現状で総括的に把えることができる。次に，生産額を支える，
2) 最終需要と， 3) 製造品出荷額等の現状で把えることができる。
さらに，生産構造の現状は少なくとも次の 7つの指標でみた工業構造の現状で把えることができ
る。すなわち， 4) 製造品出荷額等の特化係数， 5) 事業所数，従業者数およぴ製造品出荷額等の
特化係数による相関， 6) 生産品目， 7) 付価加値生産性と労働生産性との相関， 8) 付加価値率，
9) 設備投資， 10) 工業集積度の 7つの指標の現状で工業構造の現状を把えることができる。
1) 生産額
生産額とは次の算式で求められたものである。すなわち，生産額＝製造品出荷額等＋（製造品年
末在庫額一製造品年初在庫額）＋（半製品および仕掛品年末在庫額一半製品および仕掛品年初在庫
額）である。
昭和52年12月31日現在の富山県の生産額は， 1兆5,911億3,248万円で昭和49年に比べて28億9,958
万円（0.2%増）の増加を示した（全国は31兆7,241億円で昭和49年に比べて7.0%増）。同年末現在の
富山県の産業中分類別では，昭和49年に比べて増加した業種は，非鉄金属342億696万円増（10.2%
増），輸送機械148億1,933万円増（22.5%増），金属製品146億2,160万円増（11.7%増）電気機械129
億4,339万円増（40.3%増），繊維135億4,915万円増 (10.9%増）などの10業種である。一方，減少し
た業種は，木材・木製品393億4,977万円減（56.5%減），一般機械237億706万円減（16.6%減），窯業・
土石157億2,187万円減（11.3%減），食料品104億4,087万円減（14.5%減）などの8業種である。
生産額上位5業種は，非鉄金属が3,681億1,512万円（構成比23.1%）で首位の座につき，次いで、
化学1,825億4,963万円（同11.5%），金属製品1,398億4,935万円（同8.7%），繊維1,379億2,143万円
（同8.7%），鉄鋼1,211億4,840万円（同7.6%）である。これらの業種の総額9,495億8,393万円が製造
業に占める割合は59.7%であり，これらの 5業種は富山県経済のなかで大きな地位を占めている。
全国の産業中分類別生産額の構成比に対する富山県のその生産額の構成比の割合，すなわち特化
係数でみれば，全国水準1.0を上回るのは，非鉄金属の4.71が最も大きく，次いてい繊維2.49，パルプ・
紙2.45，金属製品2.23，木材・木製品1.46，化学1.44などの 6業種であり，これらは全国平均に比
べて高い比重をもっ富山県の基幹産業である。 （以上，表4-7。）
石川県の昭和52年12月31日現在の生産額は， 1兆370億6,315万円で昭和49年に比べて1,076億1,135
万円増加（11.6%増）している。
産業中分類別では，昭和49年に比べ100億円以上増加した業種は，繊維455億1,030万円増(18.2%
増），食料品299億8,154万円増（48.7%増），その他の製造業160億3,031万円増（51.7%増）， 化学
151億6,606万円増（238.9%増），電気機械120億2,214万円増（26.9%増）などの日業種である。反
面，減少した業種は 4業種であり，そのなかでも一般機械の507億3,211万円減 (16.8%減）が目立
っている。
生産額上位5業種は，繊維2,950億7,982万円（構成比28.5%），一般機械2,512億7,964万円（同24.2
%）が目立ち，次いで食料品915億7,694万円（同8.8%），電気機械567億8,295万円（同5.5%），窯
業・土石522億3,463万円（同5.0%）である。これらの生産額7,468億5,398万円は製造業全体の72.0
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億円）
れi，産「子業類＼＼＼＼別中項県年＼目次別＼ ー
富 山 石 1 福 井 全 国
生 産 額 構成比 伸ぴ
特化係量
生 産 額 構成比 伸ぴ
化数特係
生産額 構成比 伸ぴ
係数特化
生産額 構成比 イ申ぴ
（倍） （倍） （倍） 同
昭和49年 昭和52年 49年 52年 52年 昭和49年 昭和52年 49年 52年 昭和49年 昭和52年 49年 52年
52年
昭和49年昭和52年 49年 52年ヨ壬
A 49年 AID B BID c 目玉 C/I〕 D 49年
製造業総数 156,213,665 159' 13' 248 10.0. 10.0 1.02 92, 945,180 103 '706, 315 10.0 10.0 1.12 56,698,404 59, 979 ,467 100.0 10.( 1.06 296, 51 317,241 10.0 10.( 1.07 
総数平均値 781,068.3 795, 566.2 4 ,647 ,259.。5, 185,315.5 2,834,920.2 2' 998 '973. 3 14,825.6 15 ,862.1 
食 料 ロロ 7,175,105 6, 131,018 4.6 3.9 0.85 0.64 6, 1,59, 540 9'157 ,694 6.6 8.8 1.49 1.44 1,290,579 l,828,287 2.3 3.0 1.42 0.49 17 ,243 19,334 5.8 6.1 1.12 
繊 維 12,437,228 13, 792,143 8.0 8.7 1.11 2.49 24 '956, 952 29,507 '982 26.9 28.5 1.18 8.14 20,809,653 22,910,961 36.7 38.2 1.10 10.91 13,562 10, 950 4.6 3.5 0.81 
衣 ij~ 793,005 1,051,922 0.5 0. 7 1.33 0. 78 1,851, 183 2,551,950 2.0 2.5 1.38 2. 78 1,260,899 l ,458,2渇8 2.2 2.4 1.16 2.67 3,117 2,993 1.1 0.9 0.96 
木材・木製品 6,965,288 3 ,030,311 4.5 1.9 0.44 1.46 3, 785, 940 3, 768, 767 4.1 3.6 0.99 2. 7 2,896,033 2,017,874 5.1 3.4 0.70 2.62 5,257 3,990 1.8 1.3 0. 76 
家具・装備品 1,318, 705 892,042 0.8 0.6 0.68 χ 1,282,lll 1, 726, 172 1.4 1. 7 1.35 χ 933,558 1,006,262 1.6 1.7 1.08 x χ χ χ χ χ 
パルプ・紙 9,052,295 8,639 ,69 5.8 5.4 0.10 2.45 1, 790,367 1,871,455 1.9 1.8 1.05 0.82 2,504,156 2,363,151 4.4 4.0 0.94 1.82 7, 735 6,844 2.6 2.2 0.88 
出版・印刷 1, 956,005 1,847' 763 1.2 1.2 0.94 1.00 2,295, 900 2, 929, 256 2.5 2.8 1.28 2.33 385 ,336 548,253 0.7 0.9 1.42 0. 75 3,231 3,888 1.1 1.2 1.20 
化 ぷ十ゐ 18,071, 109 18,254, 963 11.6 11.5 1.01 1.44 634, 920 2 ,151, 526 0.7 2 .1 3.39 0.26 6,831,369 6, 756,226 12.0 11.3 0.99 1.41 23, 785 25' 361 8.0 8.0 1.07 
石油・石炭 3,562,026 χ 2.3 x x χ 369, 766 287' 786 0.3 0.3 0.78 χ χ 110,509 x x χ x x χ x x x 
ゴム製品 582,405 658, 148 0.4 0.4 1.13 0.50 12, 707 18, 216 0.0 0.1 9.30 0.13 χ χ x x χ x 2,587 2,509 0.9 0.8 0.97 
皮 革 102, 119 124,393 0.1 0.1 1.22 x 10,021 χ 0.0 χ x χ x x χ x x x χ χ χ x x 
窯業・土石 4,804,308 3,232,121 3.1 2.0 0.67 0.65 5, 10, 776 5 ,223,463 5.5 5.0 1.02 1.61 2,341,446 2,030,844 4.1 3.4 0.87 1.10 9,145 9, 792 3.1 3.1 1.07 
鉄 鏑 13,655,127 12, 114,840 8.7 7.6 0.89 0.62 1,555,834 l, 798,203 1. 7 1.7 1.16 0.14 446,443 230,018 0.8 0.4 0.52 0.03 27 ,388 38,913 9.2 12.3 1.42 
非鉄金属 33,390,816 36,811,512 21.4 23.1 1.10 4. 71 241,041 24' 156 0.2 0.2 0.93 0.04 2,544,532 2 ,202, 534 4.5 3.7 0.87 0. 76 14,570 15,550 4.9 4.9 1.07 
金属製品 12,522, 775 13, 984, 935 8.0 8. 7 1.12 2.23 3,044,861 4,195,lll 3.3 4.0 1.38 1.03 1,458,538 1,481,847 2.6 2.5 1.02 0.64 13,156 12,352 4.4 3.9 0.94 
一般機械 14,296,293 1, 925,587 9.1 7 .5 0.83 0.49 30,201, 175 25, 127' 964 32.5 24.2 0.83 1.58 2,605, 786 1,674,451 4.6 2.8 0.64 0.18 46, 540 48,422 15.7 15.3 1.04 
電気機械 3,458,577 4,852,916 2.2 3.0 1.40 0.26 4,476,081 5,678,295 6.1 5.5 1.27 0.48 5, 734,553 7 '787 ,075 10. l 13.0 1.36 1.13 35,086 36,569 11.8 11.5 1.04 
輸送機械 6,586,737 8,068,670 4.2 5.1 1.22 0.36 2,033, 967 2,600,278 2.8 2.5 1.28 0.18 148, 961 χ0.3 χ x χ 43, 932 44,460 14.8 14.0 1.01 
精密機械 256,089 χ 0.2 χ χ χ 38, 654 38,847 0.0 0.0 1.00 ' 0.00 1,667 ,827 2, 736,008 2.9 4.6 1.64 2.56 5,408 5,696 1.8 1.8 1.05 
その他の製造業 5, 227 ,653 5 ,293,582 3.3 3.3 1.01 x 3, 103,384 4,706,415 5.1 4.5 1.52 x 2,679,301 2,721,446 4. 7 4.5 1.02 x x χ x χ χ 
全国%， 万円，（単位北陸3県別・産業中分類別生産額の推移と昭和52年の特化係数表4-7
表 3-3により作成。 経済企画庁調査局，『経済要覧』， 1979年，により作成。
富山県と石川県の生産額は全事業所のものであり，福井県は従業者規模が30人以上（昭和52年）， 20人以上（昭和49年）のものである。
資料
注l
%を占めている。
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全国に対する石川県の産業中分類別特化係数をみれば，繊維の8.14がきわだって特化しており，
衣服2.78，木材・木製品2.77，出版・印刷2.33，窯業・土石1.61，一般機械1.58，食料品1.44，金
属製品1.03の8業種が特化している。 （以上，表4-7。）
福井県の昭和52年12月31日現在の生産額は5997億9467万円で昭和49年に比べて328億1,063万円
増加（5.8%増）している。
産業中分類別では，昭和49年度に比べて増加した業種は，繊維210億1,308万円増（10.1%増），電
気機械205億2,522万円増（35.8%増），精密機械106億8,181万円増（64.0%増）などの9業種である。
一方，減少した業種は，一般機械93億1,335万円減（35.7%減），木材・木製品87億8,159万円減（30.3 
%減）などの 7業種である。
上位5業種は，繊維の2,291億961万円（構成比38.2%）が断然多く，次いで電気機械778億7,075
万円（同13.0%），化学675億6,226万円（同11.3%），精密機械273億6,008万円（同4.6%），その他の
製造業272億1,446万円（同4.5%）であり，これらの総額4,291億1,716万円が製造業に占める割合は
71.5%である。
全国に対する福井県の産業中分類別特化係数では，繊維の10.91が極めて大きく，次いで衣服2.67,
木材・木製品2.62，精密機械2.56，パルプ・紙1.82，化学1.41，電気機械1.13，窯業・土石1.10の
8業種が特化している。 （以上，表4-7。）
2) 最終需要
北陸3県の生産構造の変化を引き起こす誘因は，技術革新と最終需要である。ここでは最終需要
について検討する必要がある。最終需要額は市場価格表示の県内総支出であらわすことができる。
富山県の昭和52年12月31日現在の最終需要額は， 1兆7'174億1,800万円で昭和49年に比べて3,726
億5,000万円（27.7%増）増加し，昭和49年～昭和52年の4年間では年平均6.9%の伸びとなってい
る（表4-8）。
最終需要項目別には，個人消費支出が年平均9.6%，政府支出（政府の財・サービス経営購入）が
年平均6.3%の伸ぴである。また，昭和52年の最終需要の構成比は，個人消費支出が56.3%で富山県
経済は個人消費支出に依存する経済であることがわかる。県内総資本形成の伸ぴは年平均3.9%で低
いが，その構成比は31.8%で県内民間投資が旺盛でnあるとみなすことができる。
石川県の昭和52年12月31日現在の最終需要額は， 1兆6,971億2,900万円で49年に比べて42億4,118
万円（33.3%増）増加し，昭和49年～昭和52年間では年平均8.3%の伸びとなった（表4-8）。
最終需要項目別では，個人消費支出が年平均10.5%，政府支出が年平均10.5%の伸びである。昭
和52年の最終需要の構成比は，個人消費支出が57.6%で3県のなかで最も大きし県内総資本形成
は30.1%であり，消費意欲も投資意欲も旺盛で、ある。
福井県の昭和52年12月31日現在の最終需要額は， 1兆2,234億5,100万円で昭和49年に比べて3,243
億3,300万円（36.1%増）増加し，昭和49年～昭和52年の年平均増加率は9.0%と3県のなかで最も
大きい。
最終需要項目別にみれば，年平均で個人消費支出は10.0%，政府支出は8.2%，県内総資本形成は
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県 ~lj 邑ーと＝ー 山 石 Jl 福 井
年 次 昭和45年 昭和49年 昭和52年 49～5坪 昭和45年 昭和49年 昭和52年 49-5坪 昭和45年 昭和49年 昭和52年 49～52年
：；－－－－－－＿＿＿＿ど目
年平均 年平均 年平均
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 成長率 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 成長率 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 成長率
総 額
（市場価格表示の 685,645 100.0 1,34 '768 100.0 1,717,418 100.0 6 .9 639 ,27 100.0 1,273 ,01 100.0 1,697 ,129 100.0 8.3 441,393 100.0 899,118 100.0 1,23 ,451 100.0 9.0 
県内総支出）
個人消費支出 343,020 50.0 697 '933 51.9 966,646 56.3 9.6 341,804 54.9 688,384 54.1 978,872 57 .6 10.5 237 ,869 53.9 4 70' 541 52.3 658,892 53.9 10.0 
政経府の常財・4購ーピス入 54,647 8.0 123 ,063 9.2 154,259 9.0 6.3 58,347 9.4 141, 596 11.1 200,838 11.8 10.5 38' 185 8.7 96,504 10. 7 128' 134 10.5 8.2 
県内総資本形成 269,719 39.3 471,479 35 .1 545,640 31.8 3.9 251,372 40.4 488,804 38.4 510 '783 30. l 1.1 183 ,829 41.6 351,167 39.l 517 ,047 42.3 11.8 
在庫品増加 23,488 3.4 73,072 5.4 11,035 0.6 21, 159 3.4 28 ,063 1. 7 15' 298 3 .5 23,290 2.6 9,654 0.8 10.4 
移 輸 出 2,021,154 117 .7 394,647 89 .4 646,467 71.9 851, 789 69.6 7 .9
（控除）移輸入 1,966,216 114.5 423,471 95.9 693,316 7 .1 898,701 73.5 7 .4
統計上の不突合 • 5,229 • 0.7 企20,779 • 1.6 • 15,100 企 0.9企 6.8企12,247企 2.0企44,956企 3.5•12,624 • 0.7 企 7.0 • 4,964 企 1.1企 4,465企 0.5企43,364企 3.5 217 .8 
百万円，（単位北陸3県別最終需要の変化表 4-8
である。
表4-2により作成。
3県とも県外からの純所得は除外している。従って，市場価格表示の県内総支出ニ県民総支出一県外からの純所得，
移輸出と移輸入の構成比は，総額の構成比には含まれない別のものである。
?
?
?
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11.8%の伸びをそれぞれ示しており，在庫も10.4%と不況を反映して増加した。昭和52年の最終需
要の構成比は，個人消費支出が53.9%と大きく，県内総資本形成も42.3%と3県のなかで最も大き
い（表4-8）。
3) 製造品出荷額等
製造品出荷額等とは，製造品出荷額を中心としてこれに加入賃収入額，修理料，収入額および製
造工程から出たくずや廃物を含めたものの総称である。ただし，内国消費税は含まれない。
富山県では，製造品出荷額等の推移は，昭和48年秋の石油危機後の長ぴく不況によって昭和49年
には対前年比127.2でピークを示したが，昭和50年には対前年比97.7と低下し，その後回復傾向とな
り，昭和53年には対前年比105.6で1兆9,341億8,028万円となった。この額は昭和49年に比べて4,243
億7,289万円増（28.1%増），昭和52年に比べて1,027億6,417万円増（5.6%増）となっている（全国
は1兆5,656億6,828万円で7.7%増）。
①産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は17業種であり，金属製品の288億6,280
万円増 (17.1%増）をはじめ，非鉄金属188億111万円増（4.8%増），繊維174億9,272万円増（11.6 
%増），輸送機械127億6,311万円増（16.0%増）の順である。一方，減少した業種は，石油・石炭142
億3,701万減（17.0%減），パルプ・紙26億4,875万円減（2.8%減），鉄鋼3億464万円減（0.2%減）
の3業種である。 （以上，表4-9。）
上位5業種は，非鉄金属4,074億7,710万円（このうち66%はアルミ関連産業が占める。構成比21.1
%），金属製品1,972億1,047万円（このうち76%はアルミサッシ・ドアが占める。構成比10.2%），化
学1,907億4,176万円（このうち42.8%は医薬品製剤である。構成比9.9%），繊維1,688億4,313万円（同
8.7%），一般機械1,498億7,540万円（同7.7%）である。これらの5業種の総額1兆1,141億4,786万
円は製造業の57.6%を占め，昭和52年に比べて7.1%増加した（表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，昭和49年と昭和52年に比べて各規模とも増加した。小企業は2,874
億567万円（構成比14.8%）で昭和49年に比べて51.8%，昭和52年に比べて11.3%増加した。中企業（30
～99人）は2,732億3,339万円（同14.1%）で昭和49年に比べて39.5%，昭和52年に比べて12.1%増
加した。中企業（100～299人）は4,652億3,896万円（同24.1%）で昭和49年に比べて0.7%増加した。
大企業は9,083億226万円（同47.0%）で昭和49年に比べて14.7%，昭和52年に比べて4.9%増加した
（表4-10）。
③ 製造品出荷額等でみた産業中分類別特性
富山県製造業の中で各業種がどのような位置を占め，どのような工業状況にあるのか，という産
業中分類別特性の輪郭を知るためには，例えば，次の方法が考えられる。図4-2は，縦軸に製造
業に占める各業種の製造品出荷額等の構成比をとり，横軸に昭和49年＝ 1とした各業種の昭和53年
12月31日現在の製造品出荷額等の伸ぴ（倍）をとり，表4-9を用いて図示したものである。この
図によれば，表4-9に基づくだけで多少恋意的であるが，富山県の業種（これは産業中分類別の
各製造業を意味する。）を次の 3つの類型に分けることができる。
Aグループ（これを躍進業種と名づける。）には，非鉄金属，金属製品，化学，繊維，一般機械の
5業種が入ると想定される。
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北陸3県別・産業中分類別製造品出荷額等の伸ぴとその構成比との相関（全事業所）
県 81J 富 山 石 Jl 福 井 全 国 （百万円）
l命~ 昭和49年 昭和53年 昭和49年 昭和53年 昭和49年 昭和53年 昭和49年 昭和52年実 数 実 数 構成比 伸ぴ（倍） 実 数 実 数 構成比 伸ぴ悌） 実 数 実 数 構成比 伸び（倍） 実 数 実 数 構成比 伸ぴ（倍）
製造業総数 150' 980' 739 193 ,418,028 100.0 1.3 90,833,342 114,102,461 100.0 0.1 70,646, 743 91,892' 229 100.0 1.3 125,947 ,390 156' 56' 828 100.0 1.2 
食 料 日ロ日 7' 127' 933 10,101,693 5.2 1.4 6, 125, 352 10,007 ,562 8.8 1.6 2, 727 ,468 4,651,545 5.1 1. 7 12, 970, 941 18,591,719 1. 9 1.4 
繊 維 12,183,132 16,888,313 8.7 1.4 24, 712,344 30, 738,063 26.9 1.2 25,466,587 34,553,852 37 .6 1.4 6,254,395 7,168,201 4.6 1.1 
衣 ~~ 777 '712 1, 658' 530 0.9 2 .1 1,835,566 2 ,806, 921 2.5 1.5 1, 734 ,401 2,505,389 2.7 1.4 1, 846' 540 2' 571, 507 1.6 1.4 
木材・木製品 6,872,140 6,486,634 3.4 0.9 3,749,567 4' 154 ,306 3.6 0 .1 4,382,856 4,463,719 4.9 1.0 3 '902' 351 4,218,356 2. 7 1.1 
家具・装備品 l,289,410 1,740,671 0.9 1.3 1,260' 385 1,957,398 1. 7 1.6 1,423,334 1,912,725 2 .1 1.3 1,801,570 2,285,647 1.5 1.3 
パルプ・紙 8, 76, 772 9,088,586 4. 7 1.0 1, 714,106 1, 926, 647 1. 7 1.1 3, 037 ,029 3,467,957 3.8 1.1 4, 745,907 5, 050, 324 3.2 1.1 
出版・印刷 1,957 '99 2,799,191 1.4 1.4 2,294,940 3,208,571 2.8 1.4 667 ,400 1,266, 132 1.4 1.9 3,549,751 4,953,807 3.2 1.4 
化 学 17 ,170,847 19,074,176 9.9 1.1 59, 784 2 ,408, 902 2.1 4.0 6,839,238 6,673,358 7 .3 1.0 10,024,464 12,495,243 8.0 1.2 
石油・石炭 3' 275 '792 6,930,052 3.6 2 .1 369 '76 405,318 0.4 1.1 83,477 179,510 0.2 2.2 6,487,431 8,897,915 5. 7 1.4 
ゴム製品 568,333 696, 715 0.4 1.2 12 '707 48,292 0.0 3.8 135,852 131, 629 0 .1 1.0 1,434,040 1,741,134 1.1 1.2 
皮 革 101, 922 175,313 0.1 1.7 10, 021 x χ x 16, 253 75,008 0.1 4.6 50, 124 823, 185 0.5 1. 5 
窯業・土石 4,679, 703 6 ,255 '986 3.2 1.3 4,972,047 5,971,288 5.2 1.2 2,942,449 4,355,013 4.7 1.5 4,833,928 5, 772,849 3. 7 1.2 
鉄 鋼 13,108,610 12,871,665 6.7 1.0 1, 519' 037 2,123,612 1.9 1.4 611, 913 563,418 0.6 0.9 12,181,054 13,134,981 8.4 1.1 
非鉄金属 32,063,116 40,747,710 21.1 1.3 240, 901 262,690 0.2 1.1 2 ,55, 769 1,716,103 1. 9 0. 7 5' 044' 621 5,273,892 3.4 1.0 
金属製品 12 ,090 ,081 19,721,047 10.2 1.6 3,041,041 4,524,037 4.0 1.5 2' 290 ,360 2,678, 117 2.9 1.2 7 ,01, 996 7 ,879 ,190 5.0 1.1 
一般機械 13 '946' 562 14,987 ,540 7.7 1.1 28,896,666 29,976,111 26.3 1.0 3,387,108 3,276,487 3.6 1.0 11,495, 901 12,688,529 8.1 1.1 
電気機械 3' 369 ,432 5,890,772 3.0 1.7 4,388,414 5,351, 743 4.7 1.2 5,886,290 9 '082 ,492 9.9 l. 5 11,742,218 15 '054' 814 9.6 1.3 
輸送機械 6' 272' 312 9,246,991 4.8 1.5 l, 98' 198 2, 726,869 2.4 1.4 226' 144 338,124 0.4 1.5 13,350,092 19' 068' 094 12 .2 1.4 
精密機械 238,961 235,522 0.1 1.0 38,654 19,059 0.0 0.5 2 ,841, 730 4,812,156 5.2 l. 7 1,802,296 2 ,38' 262 1.5 1.3 
その他の製造業 5,119,970 7 ,824, 921 4.0 1.5 3,053,846 5,471,410 ,4.8 1.8 3,391,085 5,189,495 5.6 l. 5 4' 908' 239 6,486'149 4.1 1.3 
万円）（単位
表4-9
資料表3-3により作成。
注 1. 昭和49年＝ 1とする。
2. この表に関連する事業所数（全事業所）の伸ぴは，表 4ー 3から求めることができる。製造品出荷額等の伸び（倍）は昭和53年÷昭和49年で求めたものである。
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県 従業者規模 1～29人 （小企業） 30～99人 （中企業） 100～ 299人 （中企業） 300人以上 （大企業） 製造業総数4階級別
}jlJ ふぐ 製造品 構成 対前 製造品 構成 対前 製造品 構成 対前 製造品 構成 対前 製造品 構成出荷額等 比 年比 出荷額等 比 年比 出荷額等 比 年比 出荷額等 比 年比 出荷額等 比
昭和49年 18,931,129 12.5 119.8 19,590,420 13.0 121.4 33,241,302 22.0 130.l 79,217,888 52.5 129.5 150,980,739 100.0 127.2 
富 50 20,351,749 13.8 107.5 19,863,298 13.5 101.4 34,069,184 23.l 102.5 73,275,662 49.6 92.5 147,559,893 100.。97. 7 
51 23,352,693 13.4 114.7 22,247,229 13.0 112.0 41,789,027 24.4 122.7 84,227,816 49.2 114.9 171,616,765 100.0 116.3 
52 25,831,949 14.1 110.6 24,374,188 13.3 109.6 46,335,880 25.3 110.9 86,559,594 47.3 102.8 183' 141, 611 100.0 106. 7 
53 28,740,567 14.8 111.3 27,323,339 14.1 112. l 46,523,896 24.1 100.4 90,830,226 47.0 104.9 193,418,028 100.0 105. 6 
山
49～53年の
増減率
51.8 39.5 40.0 14.7 28.1 
昭和49年 27,466,470 30.2 101.8 18,696,438 20.6 116.2 17,390,038 19.2 127.3 27,280,396 30.0 104.1 90,833,342 100.0 109.5 
石 50 30,058,779 34.2 109.4 17,430,423 19.8 93.2 15,371,887 17.4 88.4 25,193,257 28.6 92.3 88,054,346 100.。96.9 
51 34,420,905 35.3 114.5 19,817,035 20.3 113.7 16,094,706 16.5 104.7 27,155,598 27.9 107.8 97,488,244 100.0 110. 7 
52 36, 182, 198 34.7 105.l 22 '940, 010 22.l 115.8 17,829,604 17.2 110.8 27,039,696 26.0 99.6 103,991,508 100.0 106. 7 
53 41,228,886 36.l 113.9 24,291,432 21.3 105.9 19,088,008 16.7 107.1 29,494,135 25.7 109.1 114' 102 '461 100.。109. 7 
Jl 
49～53年の
増減率
50.1 29.9 9.8 8.1 25.6 
昭和49年 20,065,286 28.5 109.3 18,673,351 26.4 117.8 10,929,841 15.5 115.2 20,928,265 29.6 105.4 70,646,743 100.0 111.2 
福 50 21,499,982 30.8 107.2 17,549,475 25.1 93.7 11,907,493 17.1 105.9 18,847,753 27.0 91.9 69,804,703 100.0 98.8 
51 25,502,046 30.4 118.6 21,169,944 25.3 120.6 15,697,495 18.7 131.8 21,447,363 25.6 113.8 83,816,848 100.0 120.1 
52 26,394,719 30.6 103.5 21,600,582 25.0 102.0 17,364,278 20.l 110.6 21,040,095 24.4 98.l 86,399,674 100.。103. l 
53 30, 240, 181 32.9 114.6 21, 988,511 23.9 104.0 19,571,651 21.3 112. 7 20,091,886 21.9 95.5 91,892,229 100.。106.9 
井
49～53年の 50.7 17.8 79.1 企 4.0 30.l 
増減率
万円，（単位北陸3県別・従業者規模4階級別製造品出荷額等（全事業所）の推移表 4-10
表3-3により作成。資料
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工業開発推進上の問題点および基本的方向 (1) 
Bグループ（これを現状維持業種と名づける。）には，鉄鋼，食料品，パルプ・紙，輸送機械，そ
の他の製造業，石油・石炭，木材・木製品，窯業・土石，電気機械の 9業種が入ると想定される。
Cグループ（これを準飽和業種と名づける。）には，出版・印刷，衣服，家具・装備品，精密機械，
ゴム製品，皮革の6業種が入ると想定される。
このように富山県の工業構造では 3つのグループの業種は均衡ある状態で分布していることがわ
かる。この点は，富山県の工業構造の特色であり，図4-2とも関連して指摘することができる。
石川県における製造品出荷額等の推移は，昭和49年には対前年比109.5でピークを示したが，昭和
50年には対前年比96.9%と低下し，昭和53年には対前年比109.7と回復して 1兆1,410億2,461万円と
なった。この額は昭和49年に比べて2,326億9,119万円増（25.6%増），昭和52年に比べて1,019億953
万円増（9.7%増）を示している（表4-9）。
①産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，一般機械463億2,190万円増（18.3%
増），繊維115億4,292万円増（3.9%増）食料品83億5,431万円増（9.1%増），窯業・土石80億5,938万
円増（15. 6%増）などの16業種である。一方，減少した業種は，電気機械34億2,862万円減（6.0%
減），ゴム製品 6億9,511万円減（59.0%減），精密機械1億9,788万円減（50.9%減）の 3業種である
（表4-10）。
上位5業種は，繊維3,073億8,063万円（構成比26.9%），一般機械2,997億6,111万円（同26.3%),
食料品1,000億7,562万円（同8.8%），窯業・土石597億1,288万円（同5.2%），その他の製造業（漆
器など） 547億1,410万円（同4.8%）である。これらの業種の総額8,216億4,434万円は昭和52年に比
べて11.0%増加し，製造業の実に72.0%も占めている。この7ち上位2業種の構成比だけで53.3%
と過半数を越えている（表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，各規模とも増加した。小企業は4,122億8,886万円（構成比36.1%)
で昭和49年に比べて50.1%，昭和52年に比べて13.9%増加した。中企業（30～99人）は2,429億1,432
万円（同21.3%）で、昭和49年に比べて29.9%，昭和52年に比べて5.9%増加した。中企業（100～299
人）は1,908億8,008万円（同21.3%）で昭和49年に比べて9.8%，昭和52年に比べて7.1%増加した。
大企業は2,949億4,135万円（同25.9%）で昭和49年に比べて8.1%，昭和52年に比べて7.1%増加し
た。大企業は2,949億4,135万円（同25.9%）で昭和49年に比べて8.1%，昭和52年に比べて9.1%増
加した。一方，構成比では昭和49年以降増加傾向にある小企業が最も多い（表4-10）。
③ 製造品出荷額等でみた産業中分類別特性
図4-2の石川県の工業状況によれば，石川県の業種も次の3つの類型に分けることができる。
Aグループ（躍進業種）には，繊維，一般機械，食料品の3業種が入ると想定される。
Bグループ（現状維持業種）には，窯業・土石，電気機械，その他の製造業，金属製品，木材・
木製品，出版・印刷，衣服，輸送機械，鉄鋼，化学，家具・装備品，パルプ・紙の12業種が入ると
想定きれる。
Cグループ（準飽和業種）には，石油・石炭，非鉄金属，ゴム製品，精密機械の4業種が入ると
想定される。
このように石川県の工業構造では， A, B両グループの業種間格差が極端に大きい点に特色があ
-46-
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第 1次石油危機後の北陸地域工業構造の変化とそれに伴う
工業開発推進上の問題点および、基本的方向 (1) 
福井県の製造品出荷額等の推移は，昭和49年には対前年比111.2を示したが，昭和50年には120.1
と上昇し，昭和53年には対前年比106.9となり，低下傾向を示した。昭和53年の製造品出荷額等は
9,189億2,229万円で昭和49に比べて2,124億5,486万円増（30.1%増）， 昭和52年に比べて595億
3,784万円増（6.9%増）を示している（表4-9）。
①産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，繊維285億1,307万円増（9.0%増），
その他の製造業100億3,983万円増（24.0%増），電気機械100億3,559万円増（12.4%増）などの日業
種である。これに対して減少した業種は 7業種であり，非鉄金属57億351万円減（24.9%減），化学
41億4,490万円減（5.8%減）が目立っている（表4-9）。
上位5業種は，繊維3,455億3,852万円（構成比37.6%），電気機械908億2,492万円（同9.9%），化
学667億3,358万円（同7.3%），その他の製造業518億9,495万円（同5.6%），精密機械481億2,156万
円（同5.2%）である。これらの総額6,031億1,353万円は昭和52年に比べて7.8%増加し，製造業に
占める割合は65.6%に達している（表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，大企業のみ昭和49年に比べて減少した。小企業は3,024億181万円
（構成比32.9%）で昭和49年に比べて50.7%，昭和52年に比べて14.6%増加した。中企業（30～，99
人）は2,198億8,511万円（同23.9%）で昭和49年に比べて17.8%，昭和52年に比べて1.8%増加した。
中企業（100～299人）は1,957億1,651万円（同21.3%）で昭和49年に比べて79.1%，昭和52年に比
べて12.7%増加した。しかし，大企業は2,009億1,886万円（同21.9%）で昭和49年に比べて4.0%,
昭和52年に比べて4.5%減少した（表4-10）。
③ 製造品出荷額等でみた産業中分類別特性
図4-2では，福井県の業種別工業状況は次の3つの類型に分けることができる。
Aグループ（躍進業種）には，繊維，電気機械の上位2業種が入ると想定きれる。
Bグループ（現状維持業種）には，化学，その他の製造業，精密機械，食料品，窯業・土石，木
材・木製品，パルプ・紙，金属製品，衣服，非鉄金属，家具・装備品，出版・印刷の12業種が入る
と想定きれる。
Cグループ（準飽和業種）には，輸送機械，ゴム製品，石油・石炭，皮革，鉄鋼の5業種が入る
と想定される。
このように福井県の工業構造では， Aグループの業種と Bグループの業種間格差が極めて大きい。
また， Bグループの中の業種にも格差がみられる。
（以下，『富大経済論集j，第27巻， 2号， 1982年2月， に続く。）
